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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

(1）連結経営指標等                        

売上高 （千円） 3,429,3834,972,9963,431,4754,430,416462,620

経常利益又は

経常損失（△）
（千円） 455,907 112,613△713,309△81,076△579,346

当期純利益又は

当期純損失（△）
（千円） 323,635 44,668△706,716△1,225,682△607,693

純資産額 （千円） 887,791 880,522 147,448△756,2461,686,309

総資産額 （千円） 5,130,8215,253,6135,708,228930,9262,789,150

１株当たり純資産額 （円） 33,839.9811,180.861,867.56△861.95 198.24

１株当たり当期純利益

又は当期純損失（△）
（円） 12,336.01567.54△8,979.30△5,256.90△266.23

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 17.3 16.8 2.6 － 60.4

自己資本利益率 （％） 44.3 5.1 △137.6 － △130.3

株価収益率 （倍） 28.3 69.1 － － －

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △1,360,763△1,208,295△2,518,164 3,101,256 △528,827

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 155,563△104,080 34,981  120,472 △39,142

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 1,866,050898,8371,247,433 △3,421,339 556,275

現金及び現金同等物の

期末残高
（千円） 1,895,1561,481,617245,867  46,257  34,561

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）
（名）

137

(29)

154

(34)

148

(37)

 75

(20)

 64

(4)
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回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

(2）提出会社の経営指標等                       

売上高 （千円） 3,219,2794,791,4203,365,445 4,306,823 339,931

経常利益又は

経常損失（△）
（千円） 446,872 88,895△696,200 △34,758 △546,875

当期純利益又は

当期純損失（△）
（千円） 319,324 54,234△707,289 △1,191,087 △608,316

資本金 （千円） 399,160 399,160 399,160 559,810 2,084,010

発行済株式総数 （株） 26,555 79,665 79,665  879,665 8,492,165

純資産額 （千円） 880,397 882,162 148,585 △720,052 1,721,880

総資産額 （千円） 5,082,6805,223,9495,661,114 900,822 2,777,682

１株当たり純資産額 （円） 33,558.1311,208.471,887.87 △820.76  202.43

１株当たり配当額

（内１株当たり中間配当

額）

（円）

（円）

2,000

(－)

334

(－)

－

（－）　

－

（－）

－

（－）

１株当たり当期純利益

又は当期純損失（△）
（円） 12,171.70689.09△8,986.59 △5,108.52 △266.50

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 17.3 16.9 2.6  －  61.9

自己資本利益率 （％） 44.1 6.2 △137.2  －  △122.0

株価収益率 （倍） 28.7 56.9 － － －

配当性向 （％） 16.4 48.5 － － －

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）
（名）

127

(24)

151

(29)

137

(35)

 66

(20)

 62

(1)

　（注）１　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　平成20年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、当期純損失であり、かつ、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。また、平成18年３月期及び平成19年３月期の潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。平成21年３月期及び平成22年３月

期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当期純損失であるため

記載しておりません。

３　平成18年３月期の１株当たり配当額には、設立15周年記念配当1,000円を含んでおります。

４　平成20年３月期及び平成21年３月期並びに平成22年３月期は当期純損失が計上されているため、株価収益率

及び配当性向を記載しておりません。

５  平成21年３月期の自己資本比率は、債務超過状態であるため記載しておりません。

 　　　 ６　平成18年２月20日付で、普通株式１株につき５株の株式分割を行っております。また、平成18年10月１日付で、普

通株式１株につき３株の株式分割を行っております。

 　　　 ７　平成19年３月期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月

９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。
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２【沿革】

平成３年３月 分譲マンションの企画・販売を主たる目的として、株式会社セイクレストを大阪市淀川区に設立。

平成４年11月 エスクロウ（※１）を目的とした専門部署「業務課（現　業務管理部）」を設置いたしました。

平成６年10月 販売の受託及び企画立案の充実のため「企画室」を統合し「事業部（現　受託営業部）」を設置い

たしました。

平成７年５月 本社を大阪市淀川区西中島三丁目11番26号に移転いたしました。

平成10年２月 住宅都市整備公団（現　独立行政法人都市再生機構）より民間委託第１号物件となる『アミング潮

江プラスト』（総戸数200戸）の販売を、人材派遣型販売提携として受託し、完売いたしました。

平成10年９月 良質な分譲マンションの普及を目的とし、スケルトン定借（※２）普及センター・コーディネー

ター支援部門に登録いたしました。

平成12年６月 販売エリア拡大を目的としインターネット上にホームページを開設いたしました。

平成13年11月本社を大阪市淀川区宮原三丁目４番30号に移転いたしました。

平成13年12月当社株式が、日本証券業協会に店頭登録銘柄として登録されました。

平成14年10月大阪市淀川区に子会社、株式会社サプリメントサービス（現　連結子会社）を設立いたしました。

平成16年６月 東京都港区に東京支店を開設いたしました。

平成16年12月日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場いたしました。

平成17年４月 当社における不動産流動化事業の強化・推進のため、「開発事業本部（現　営業本部）」を設置い

たしました。

平成17年８月 広島市中区に広島営業所を開設いたしました。（平成20年４月　閉鎖）

平成17年９月 東京都文京区に東京支店を移転いたしました。

平成17年９月 信託業法に基づく信託受益権販売業の登録をいたしました。

平成17年10月不動産投資顧問業登録規程に基づく一般不動産投資顧問業の登録をいたしました。

 平成18年７月 福岡市中央区に福岡支店を開設いたしました。（平成20年４月　閉鎖）

平成20年５月 東京都渋谷区に東京支店を移転いたしました。

平成20年６月 本社を大阪市中央区備後町三丁目２番８号に移転いたしました。　

※１　「エスクロウ」とは、第三者預託方式のことであり、一定の条件成立まで仲介の第三者（エスクロウ会社等）

に不動産や商品の代金その他を預ける方式のことであります。

※２　「スケルトン定借」とは、「つくば方式」ともいい、定期借地権を利用したマンションの建設のうち、建物構

造躯体部分など建物の基本構造にかかわる部分のみを分譲し、内装などは購入者に自由に設計させる方式のこ

とであります。
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３【事業の内容】

　当社グループは、株式会社セイクレスト（当社）及び連結子会社である株式会社サプリメントサービスによって構成

されており、当社は主に企画・販売代理事業、不動産流動化事業及び企画不動産販売事業を、また、株式会社サプリメン

トサービスは主に人材派遣事業を行っております。

　これらの事業の主な内容、各事業における当社及び連結子会社の位置付けは次のとおりであります。

　

 （1） 企画・販売代理事業

　当社は首都圏・近畿圏を中心にマンションの企画・販売代理事業を行っております。当該事業におきましては、

過去にマンションを販売した顧客及びモデルルーム来場者へのアンケート調査等を集積し、データベースを構築

しており、当該データを基に顧客トレンド及び市場動向等を分析し、デベロッパーにユニットや設備仕様を企画

提案するとともに、デベロッパーの代理として契約・諸費用の精算、登記取次事務、ローン事務、引渡、資金回収等

の業務を行い、デベロッパーから企画手数料・販売手数料を得ております。

 

 （2） 不動産流動化事業

　当社は、アセットマネジメント事業及び不動産投資事業等の不動産流動化事業を行っております。

　アセットマネジメント事業では、賃貸マンションやオフィスビル等の収益不動産を取得・保有する不動産賃貸

業務を行っております。また、不動産ファンドの企画・組成、運用及び管理等のファンド業務を予定しておりま

す。

　不動産投資事業では、投資不動産を発掘しデュー・デリジェンスを行って取得し、バリューアップを図った上で

売却するという事業を行っております。また、市場分析業務も行っております。

 

 （3） 企画不動産販売事業

　当社は企画・販売代理事業で培った販売並びにマーケティングノウハウ等を活かした、分譲マンション等の買

い取り再販事業を行っております。また、不動産流動化事業において蓄積したノウハウを有効に活用し、買い取り

物件に対して、取得後バリューアップを図った上で販売するという事業の展開も予定しております。

 

    （4） 環境関連事業

  当社は、当社が有するネットワークを活用した事業としてＬＥＤ照明の販売、二酸化塩素の除菌・消臭剤の販

売等を行っております。当該事業においては販路の拡大並びに営業基盤の構築等の施策を推進し、今後は事業シ

ナジーの観点から、有益と考えられる企業との提携を積極的に検討してまいります。　

　

（5）人材派遣事業

　当社の連結子会社である株式会社サプリメントサービスでは、人材の流動化、業務のアウトソーシング化傾向を

受け、デベロッパー等の不動産・建設関連企業への派遣を中心とする人材派遣サービス事業を行っております。

株式会社サプリメントサービスによる当該事業は、時間給方式による派遣料金形態をメインとしつつ、営業業務

の派遣については成功報酬型の派遣料金も組み入れた形式となっております。

 

　　（6）その他事業

　その他事業である不動産広告事業では、インターネットを利用した不動産検索サイトの運営事業及び不動産広

告事業を行っております。
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　これらの事業を系統図で表すと以下のとおりであります。

４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金 
（千円）

主要な事業の内容

議決権の
所有又は
被所有割
合
（％）

関係内容

（その他の関係会社） 　     

合同会社カナヤマ
福島県

郡山市

(資本金) 

100
不動産業

(被所有)

47.7

該当事項はありません。　

　

（連結子会社）      

㈱サプリメントサービス
大阪市

中央区

(資本金) 

40,000

人材派遣事業

その他事業

(所有)

97.5

当社の役員が2名兼任しております。

また、事務所の賃貸等及び派遣人員の受入を行ってお

ります。

　（注）１　「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

　　　　２　平成22年５月28日付で、株式会社サプリメントサービスの普通株式20株（議決権の割合　2.5％）を取得し、同日付

で完全子会社としております。

　　　　３　平成22年５月28日開催の取締役会及び平成22年６月29日開催の定時株主総会において、当社を存続会社とし、株式

会社サプリメントサービスを消滅会社とする吸収合併契約を承認可決しております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社における状況

 平成22年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

企画・販売代理事業 43（２）

不動産流動化事業 ３（－）

企画不動産販売事業  ０（－）

人材派遣事業 　２（２）

環境関連事業 　５（－）

全社（共通） 11（－）

合計 64（４）

　（注）１　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当連結会計年度の平均雇用人員を外数で記載しており

ます。

 　　　 ２　全社（共通）は、管理部門の従業員であります。

３　従業員数が前連結会計年度末に比べ11名減少いたしました。これは、主に企画・不動産販売代理事業及び人材

派遣事業における退職によるものであります。 

　

(2）提出会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

 62（1） 31.8 5.0 4,500

　（注）１　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当事業年度の平均雇用人員を外数で記載しております。

２　平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。

３　従業員数が前事業年度末に比べ４名減少いたしました。これは、主に企画・不動産販売代理事業における退職

によるものであります。 

 

(3）労働組合の状況

　当社グループ（当社及び連結子会社）は労働組合を結成しておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、輸出の緩やかな増加や生産の持ち直しによる企業収益の改善、経済対策の効

果などから個人消費も持ち直すなど、景気は緩やかながらも着実に回復してまいりました。しかしながら、多くの分野

では企業収益の減少や雇用情勢が一層悪化するなどいまだに厳しい状況が続いており、景気の先行きについては依然

不透明な状況が続いております。

  このような経済環境の中、当社が属する不動産業界におきましては、首都圏のマンション契約率が改善するなど、限

定的ではありますが業界の景況感は若干の改善傾向に向かいつつあります。

  当連結会計年度における事業の種類別の概況は以下のとおりであります。

　

（企画・販売代理事業）

　当連結会計年度の企画・販売代理事業におきましては、顧客別の属性分析等による販売促進、販売管理費の圧縮、販

売人員の効率的な人員配置等の施策を継続的に行いましたが、景気の先行き不透明感による消費者の購買意欲の減退

等の影響により営業成績は低調に推移し、単独事業における黒字化は達成できませんでした。

　以上の結果、売上高は279百万円(前年同期比42.0％減)、営業損失14百万円(前年同期は営業損失35百万円)となりま

した。

　

（不動産流動化事業）

当連結会計年度の不動産流動化事業におきましては、商業ビルの管理業務を行いました。

　以上の結果、売上高は58百万円(前年同期比98.0％減)、営業損失64百万円(前年同期は営業利益445百万円)となりま

した。

　

（企画不動産販売事業）

企画不動産販売事業は、当該事業において販売していた当社保有物件の全てを前連結会計年度において販売したた

め、当連結会計年度における売上高は発生しておりません。なお、当連結会計年度において、現物出資の方法により土

地を取得いたしましたが、当連結会計年度においては販売を開始しておりません（前年同期は売上高882百万円、営業

利益125百万円）。

　

（環境関連事業）

当連結会計年度の環境関連事業におきましては、ＬＥＤ照明の販売、二酸化塩素の除菌・消臭剤の販売等を行い、主

として当社が有するネットワークを活用した販路の拡大並びに営業基盤の構築等の施策を推進いたしました。

　以上の結果、売上高は2百万円、営業損失40百万円となりました。

なお、環境関連事業は当連結会計年度において新たに開始した事業ですので、前年同期比等は記載しておりません。　

　

（人材派遣事業）

当連結会計年度の人材派遣事業におきましては、登録スタッフ数は当初予定していた推移で増加いたしましたが、受

注件数は低調に推移いたしました。

　以上の結果、売上高は120百万円(前年同期比7.5％増)、営業損失11百万円(前年同期は営業損失7百万円)となりまし

た。

　

(その他事業）

当連結会計年度のその他事業におきましては、不動産広告事業を行い不動産検索サイトの契約数は低調に推移いた

しました。

以上の結果、売上高は1百万円(前年同期比84.8%減）、営業損失4百万円（前年同期は営業損失29百万円)となりまし

た。

　

以上の結果、当連結会計年度における当社グループの業績は、売上高462百万円(前年同期比89.6％減)、営業損失472

百万円(前年同期は営業利益38百万円)、経常損失579百万円(前年同期は経常損失81百万円)、当期純損失607百万円(前

年同期は当期純損失1,225百万円)となりました。　
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 (2）キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ

11百万円減少し34百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

　

 　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純損失を603百万円計上したこと

に加えて販売用不動産の売却等がなかったことにより、528百万円の支出(前年同期は3,101百万円の収入)となりまし

た。

　

 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、貸付けによる支出30百万円、差入保証金の差入によ

る支出10百万円等により39百万円の支出(前年同期は120百万円の収入)となりました。

　

 （財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、新株予約権の行使による株式の発行による収入680

百万円、株式の発行による収入255百万円、社債の発行による収入198百万円等により556百万円の収入(前年同四半期

は3,421百万円の支出)となりました。 　　 
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２【仕入及び販売の状況】

(1）仕入実績

　当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメント 仕入高（千円） 前年同期比（％）

企画不動産販売事業 2,000,000 －

環境関連事業 1,584 －

合計 2,001,584 －

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は、仕入価格によっております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

４　企画・販売代理事業及び人材派遣事業並びに不動産流動化事業、その他事業については、仕入実績がないため

該当事項はありません。

５　企画不動産販売事業における前年の仕入実績は13,026千円であります。なお、環境関連事業は、当連結会計年

度において新たに開始した事業であるため、前年同期比は記載しておりません。

６　企画不動産販売事業における仕入高は、平成22年３月25日を払込期日とする新株式の発行に係る現物出資

（土地）の受入によるものであります。

 

(2）販売実績

　当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメント 販売高（千円） 前年同期比（％）

企画・販売代理事業 279,962 △42.0

不動産流動化事業 58,148 △98.0

企画不動産販売事業 － －

環境関連事業　 2,119 －

人材派遣事業 120,920 7.5

その他事業 1,469 △84.1

合計 462,620   △89.6

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は、販売価格によっております。

３　企画不動産販売事業における当連結会計年度の販売高はありません。なお、前連結会計年度における当該事業

の販売高は882,424千円であります。

４　環境関連事業は当連結会計年度より新たに開始いたしました。

５　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）
ＭＩＤ都市開発株式会社 88,817　　 2.0　 　66,446 14.4　

オリックス不動産株式会社 2,549,800 57.6 － －

６　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

①今後の収益性の向上について

  当社グループは、急変する外部環境及び不動産市況に対応すると共に、収益性の改善及び財務基盤の強化を図って

まいります。

　企画・販売代理事業におきましては、早期に実施したリストラクチャリングによる販売管理費の圧縮及びエリア特

性に応じた営業体制の見直し等により一定の効果を創出いたしましたが、継続して現在の市場環境と事業規模に合っ

た体制作りを行い、中長期的において、事業環境が悪化した状況においても、機動的な施策をもって着実に収益を積み

上げ一定の利益を創出できる事業モデルを再構築することを最重要課題として取り組むとともに、組織体制を含めた

抜本的な利益構造の構築を図ってまいります。

　企画不動産販売事業におきましては、長年、企画・販売代理事業で蓄積したユーザーデータ及び不動産流動化事業で

培ったデュー・ディリジェンス等のノウハウを用いて、買取再販事業及びリゾート土地の販売業務を行っていく予定

であります。

　その他、収益力ある事業の柱を当社グループ内に育成するため、環境関連事業の事業推進を加速化させると共に、事

業シナジーの観点から、有益と考えられる企業との提携を積極的に検討してまいります。 

　

②継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況について

　前連結会計年度（平成21年３月期）において、当社グループは「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は

状況」が生じておりました。当連結会計年度（平成22年３月期）においても、厳しい事業環境が続いた結果、営業活動

によるキャッシュ・フローは大幅なマイナスとなりました。また、営業損失472,805千円、経常損失579,346千円、当期

純損失607,693千円となり３期連続の当期純損失を計上したことにより、「継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ

るような状況」が継続して生じております。当社は、当該状況の解消を最優先課題の一つとして考え、全社一丸となり

取り組んでおります。当該状況については、収益性の改善及び財務基盤の強化を図ることで解消できると考えており

ます。

　

４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす事項と

して以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項については、当連結会計年度末において当社

グループが判断したものであります。

 

①不動産市況の動向等について

　当社グループが販売受託、売買、仲介及び賃貸する不動産の取引価格及び流通量等は、不動産市況の影響を受けてお

り、今後、景気見通しの悪化や金利の上昇等による顧客の購入意欲の減退、景気の低迷や供給過剰等による賃料水準の

低下や空室率の上昇等、市況の動向が当社グループの業績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

 

②企画・販売代理事業について

　当社グループが企画・販売代理事業において受領する販売手数料は、マンション等の分譲代金に手数料率をかけた

金額であるため概ね定額であります。そのため、景気見通しの悪化や金利の上昇及び住宅税制の変更等による顧客の

購入意欲の減退により、販売期間が計画よりも長期にわたる場合には、販売経費の増加等が発生し、当社グループの業

績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

　また、工期の遅延等不測の事態によって、マンション等の引渡し時期が遅延することにより、当社グループの業績及

び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

 

③販売用不動産等について

　当社は、不動産流動化事業及び企画不動産販売事業において、不動産を取得しております。計画に基づき販売用不動

産等を売却する予定でありますが、販売までの間に不動産市況の動向等の要因により販売用不動産等の価格が下落し

た場合には、売却損または評価損が発生する他、販売時期が遅延することにより、当社グループの業績及び財政状態等

に影響を及ぼす可能性があります。

　

④有利子負債への依存について

　当社は、不動産の取得資金等を金融機関からの借入により調達しているため、総資産に対する有利子負債への依存度

が高い水準にあります。今後においても、有利子負債残高は高い水準で推移するものと想定されるため、今後の金利変

動により、当社グループの業績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑤契約等について

　当社グループは、企画・販売代理事業においてデベロッパーとの販売業務委託契約、人材派遣事業において派遣先企

業と人材派遣基本契約等、事業推進のために種々の契約を締結しておりますが、これらの契約が当社グループの想定

に反し、解除、更新拒絶、その他何らかの事由により終了した場合には、当社グループの業績及び財政状態等に影響を
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及ぼす可能性があります。

 

⑥人材について

　当社は、最適な組織の構築を想定し、希望退職の募集等を実施しておりますが、当社の今後の事業規模及び事業内容

を勘案し、当社が求める人材を充分に確保できない場合、または在職中の人材の更なる流出により必要な人材を確保

できなくなった場合は、当社グループの業績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑦法的規制について

　当社グループは、不動産業者として「宅地建物取引業法」に基づく免許及び「信託業法」に基づく信託受益権販売

業の登録を受け、主に不動産販売の事業を行っております。また、人材派遣業者として「労働者派遣事業の適正な運営

の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律」に基づく免許を受け、主に人材派遣の事業を行っておりま

す。今後、免許の取り消しがあった場合、有効期間の更新ができなかった場合等には、当社グループの成長及び業績に

影響を及ぼす可能性があります。 

　

⑧情報の管理について

　当社グループは、企業活動に伴い個人情報等様々な情報を入手しております。その管理には細心の注意を払っており

ますが、不正侵入及び不正使用等不測の事態により漏えいした場合には、当社グループの信用低下に伴い、当社グルー

プの業績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑨重要な訴訟事件等について

　当社グループにおいて、現在係争中の重要な訴訟事件はありませんが、当社グループの事業を遂行する上で、取引先

または顧客等から当社グループに重要な影響を与える訴訟等を提起された場合には、当社グループの業績及び財政状

態等に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑩継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況について

　当社グループには、前連結会計年度（平成21年３月期）において「継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよう

な状況」が生じておりました。当連結会計年度（平成22年３月期）においても、厳しい事業環境が続いた結果、営業活

動によるキャッシュ・フローは大幅なマイナスとなりました。また、営業損失472,805千円、経常損失579,346千円、当

期純損失607,693千円となり３期連続の当期純損失を計上したことにより、「継続企業の前提に重要な疑義を生じさ

せるような状況」が継続して生じております。当該事象又は状況の解消が早期に行えなかった場合には、当社グルー

プの業績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

　

⑪開示事務管理態勢及び法令遵守態勢の整備について

　当社グループは、平成21年３月期第２四半期報告書を法定提出期限までに提出することができず、平成20年12月４日

付で提出いたしました。このため当社は、平成21年１月８日付で近畿財務局長宛に金融商品取引法第26条に基づく報

告書を提出しております。 当社といたしましては、当該提出遅延を重く受け止め、担当者のコンプライアンスに対す

る意識を再確認し、決算態勢及び開示事務管理態勢並びに社内教育の見直しを図り再発防止に取り組んでおります。

当該再発防止策によりしかるべき適時事務管理態勢並びに社内教育体制へと移行されなかった場合には、当社グルー

プの業績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

　

⑫上場廃止基準について

　当社グループは、第19期連結会計年度末(平成21年３月31日)において、756,246千円の債務超過状況となっており、平

成22年３月31日までに当該債務超過状態を解消できない場合には、大阪証券取引所株券上場廃止基準第２条第１項第

４号に抵触し、上場廃止となります。

　当社におきましては、当該状況の解消について、平成22年２月18日開催の取締役会において、平成22年３月８日開催

予定の臨時株主総会の決議を条件として、合同会社カナヤマを割当予定先とする新株式及び第４回株式会社セイクレ

スト新株予約権証券の発行を決議し、平成22年３月25日に払込が完了したため、当該債務超過状態は解消されており

ます。これにより、本有価証券報告書の提出をもって、大阪証券取引所株券上場廃止基準第２条第１項第４号に抵触し

なくなる見込みであります。

　また、当社は、平成21年10月16日付で大阪証券取引所より、当社の内部管理体制及び適時開示体制の整備・改善が行

われていない状況であるとして改善報告書の提出を求められました。これを受け、当該改善報告書の提出期限である

平成21年10月30日に大阪証券取引所に提出するとともに、内部管理体制及び適時開示体制の整備・改善を行い、再発

防止措置を講じております。

　当該改善報告書の提出は平成21年５月８日に続いて２度目であり、大阪証券取引所の定める株券上場廃止基準第２

条第11号に基づき「過去５年の間に２回改善報告書を提出している場合で、当取引所が新たに改善報告書の提出を求

めることが必要と認めたときは、株券上場廃止基準に定める上場廃止事由に該当するものとして、上場廃止を決定す

る」とされていることから、今後５年以内に再度改善報告書の提出を求められた場合には、上場廃止となります。
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　上記により上場廃止となった場合には、当社の財政状態及び経営成績並びに当社株式の市場流動性に重大な影響を

与える可能性があります。

 

５【経営上の重要な契約等】

　当連結会計年度において、当社の財政状態に重大な影響を与える資金調達に係る重要な契約を締結しております。当

該契約の概要は次のとおりであります。

 

契約会社名 相手方の名称　 　契約締結日 契約内容　 契約期間　

株式会社セイクレスト

　

株式会社ハンバース

トーン　
平成21年７月７日新株式引受契約 平成21年７月17日　

株式会社セイクレスト
株式会社ハンバース

トーン

平成21年７月７日

　

第３回株式会社セイクレス

ト新株予約権引受契約

平成21年７月17日から

平成23年３月31日まで

　

株式会社セイクレスト 合同会社カナヤマ　
平成22年３月９日

　
新株式引受契約　 平成22年３月25日　

株式会社セイクレスト 合同会社カナヤマ 平成22年３月９日
第４回株式会社セイクレス

ト新株予約権引受契約

平成22年３月25日から

平成23年３月24日まで

　

　（注）１　第３回株式会社セイクレスト新株予約権は、平成22年２月２日付で権利行使が完了しております。

２　新株予約権証券の内容等については、「第二部　企業情報　第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　（2）　新

株予約権等の状況」に記載しております。

３　平成22年５月28日付で株式会社サプリメントサービスを消滅会社とする合併契約を締結しております。詳細

は、第５　経理の状況　１　連結財務諸表等（1）連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）に記載のとおり

であります。

 

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項については、当連結会計年度末において当社グループが判断したものであります。

(1）財政状態及び経営成績についての分析

　連結貸借対照表におきましては、資産合計が前年同期比1,858百万円増加し2,789百万円となりました。資産の増加

の主な原因は、不動産の現物出資における土地の取得に伴うたな卸資産の増加によるものであります。また、負債合

計は前年同期比584百万円減少し1,102百万円となりました。負債の減少の主な原因は、借入金返済による長期借入

金の減少によるものであります。

　連結損益計算書におきましては、売上高及び売上原価が前年同期に比べ減少しており、売上総利益は前年同期比

77.6％減少の273百万円となりました。

　また、販売費及び一般管理費におきましては、前年同期と比較して大幅に減少したものの、営業損失は472百万円

（前年同期は営業利益38百万円）となりました。経常損失に関しましても、前年同期と比較して支払利息は減少し

たものの579百万円（前年同期は経常損失81百万円）となり、当期純損失は607百万円（前年同期は当期純損失

1,225百万円）となりました。

 

(2）経営成績に重要な影響を与える要因についての分析

　企画・販売代理事業の環境におきましては、業界の景況感を判断する指標である新築住宅着工戸数が低い水準で

推移いたしました。また、景気悪化の影響が波及し、お客様が価格下落期待で様子見をして、成約までに長期間を要

する等、個人の消費マインドに影響を及ぼす要因が起因し、住宅購入意欲は低水準のまま推移いたしました。しかし

ながら、年初より住宅借入金等特別控除を始めとする住宅税制の優遇、並びに価格調整による割安感が増した物件

が市場に流通し始めたことにより、買い控え及び様子見の姿勢であった顧客の潜在的な住宅需要を後押しするケー

スが見え始め、今後市場環境は徐々に改善されていくものと思われます。

　不動産流動化事業におきましては、世界的な金融信用収縮にともなった国内不動産取引停滞の長期化が懸念され

ておりますが、特に首都圏を中心とした都心部においては、継続して堅調なオフィス需要が見られるなど、不動産投

資のマーケットは選別が行われながらも、回復していくものと思われます。 

 

(3）戦略的現状と見通し

　当社グループを取り巻く事業環境におきましては、景気の不透明感による一般エンドユーザーの購買力低下は継

続傾向にあり、需給バランスの乖離調整にかかる期間の長期化が懸念されております。しかしながら、内在するマン

ション需要は団塊ジュニアをはじめとした新たな購買層により底堅く、中長期的には改善されていくものと思われ

ます。

　当社グループは、平成22年２月に平成23年３月期から平成25年３月期に亘る中期経営計画を策定しております。本

計画は、市場環境の変化に対応すべく２つのコア事業を追加し、事業構造の転換を遂行し、企業価値の向上を図るこ

とにより、グループ全体における高い収益性と成長性の実現を目指すものであります。

　企画不動産販売事業におきましては、当社が取得したリゾート土地の販売、並びに当該不動産周辺地域において、

シニア層がセカンドライフを暮らすにふさわしい環境を整えた分譲地として、シニアマンション、ホテル、リゾート

マンション等の開発事業を中心に、買取再販事業及び企画・販売代理事業の3つのコア事業を軸として事業を推進

し、今後継続企業として安定した収益基盤を確立すべく邁進してまいります。

　また、その他、収益力ある事業の柱を当社グループ内に育成するため、環境関連事業の事業推進を加速化させると

共に、事業シナジーの観点から、有益と考えられる企業との提携を積極的に検討してまいります。

 

(4) 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況を解消、改善するための対応策について

　今般、当社グループは継続企業の前提に関する注記を行っておりますが、当該状況を解消すべく、主幹事業であり

ます企画・販売代理事業におきましては、機動的な施策をもって着実に収益を積み上げ一定の利益を創出できる事

業モデルを再構築することを最重要課題として取り組んでまいる所存であります。また、企画不動産販売事業にお

いて、当社が取得したリゾート土地の販売、並びに当該不動産周辺地域において、シニア層がセカンドライフを暮ら

すにふさわしい環境を整えた分譲地として、シニアマンション、ホテル、リゾートマンション等の開発事業を行うこ

とにより継続した安定収益基盤の確立は成されていくものと考えております。 

　資金調達につきましては、平成22年3月25日付で第三者割当増資による新株式2,120,000千円（金銭出資及び現物

出資）の発行(うち、2,000,000千円は不動産の現物出資による払込の方法によるものであるため、資金の調達はな

し。）並びに行使総額600,000千円の第４回株式会社セイクレスト新株予約権（第三者割当）を発行し、当該新株予

約権につきましては、本有価証券報告書提出日現在において行使されていない状況であります。今後におきまして

は、当該新株予約権が行使されることを予定しており、短期借入金の返済、販売用不動産の取得、不動産の販売に係

る広告宣伝費等への資金に充当し、金融機関に対しての信用維持並びに財務体質の改善、収益構造の安定化及び財

務体質の健全化を図り、キャッシュフロー面においても、事業計画上の推進事業の伸展が図れると考えております。

　上述いたしました、営業施策及び資金調達の実現可能性につきましては、外的要因である不動産市況の影響、株式

市場の動向、証券取引所の規制等により一定の不確実性は伴うものの、当社におきましては、今後不動産市況の悪化
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及び株式市場の悪化等の懸念事項が発生しない場合、上述いたしました営業施策、資金調達を遅延無く遂行するこ

とにより、継続した安定収益基盤を確立を実現できると考えているため、当該事業計画を計画通りに達成すべく、邁

進してまいります。　

 

(5）資本の財源及び資金の流動性に係る情報

　当社グループのキャッシュ・フローの状況は、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　（2）キャッシュ・フローの

状況」に記載しております。

　当社グループの資金状況は、連結貸借対照表における当連結会計年度末の現金及び預金残高が11百万円減少し34

百万円となりました。有利子負債につきましては、長期借入金の返済等により減少しております。　

　当社グループの資金需要は、運転資金、借入金の返済資金、販売用不動産の取得に係る資金であり、運転資金につい

ては人件費が主なものであります。当社グループは現在、資金需要を新株式及び新株予約権の発行、借入金、社債に

よって満たしておりますが、今後、内部留保金で資金需要を満たす体制を整えていく計画であります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループ（当社及び連結子会社）の当連結会計年度における設備投資額は185千円であります。当該設備投資は

備品の購入であり、全社資産に係るものであります。

　また、当連結会計年度において、全社資産に係るソフトウエアを除却したことに伴い、固定資産除却損1,592千円を計

上いたしました。

　なお、当連結会計年度において、コスト削減を目的とした事務所縮小を行っております。当該事務所縮小に伴い、全社

資産に係る建物附属設備を除却いたしました。当該除却により、固定資産除却損538千円を計上しております。

　当連結会計年度において重要な設備の売却はありません。

 

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

 平成22年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容
帳簿価額（千円）

従業員数
（名）建物

工具器具
及び備品

土地
（面積㎡）

合計

本社

（大阪市中央区）

企画・販売代理事業

不動産流動化事業

企画不動産販売事業

会社統括業務

事務所 3,212 4,180 － 7,392  59(１)

東京支店

（東京都渋谷区）

企画・販売代理事業

不動産流動化事業
事務所 － 632 － 632 　３(－)

賃貸用不動産

（京都府八幡市）
不動産流動化事業

賃貸用マンショ

ン
61,999 －

17,607

(3,422.14) 
79,607－

　（注）１　従業員数欄の（　）は、臨時従業員数を外書しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。

 平成22年３月31日現在

事業所名
事業の種類別セグメント
の名称

設備の内容 数量
賃借料又はリース料（千円）
賃借料（※） 年間リース料

本社

（大阪市中央区）

企画・販売代理事業

 不動産流動化事業

 企画不動産販売事業

 会社統括業務

工具、器具及び備品・車

両運搬具
８件 19,453 25,478

東京支店

（東京都渋谷区）

企画・販売代理事業

 不動産流動化事業
－ － 3,402 －

※１　事務所を賃借しており、当該事務所の年間賃借料であります。 

２　数量は支払リース料に係る数量を記載しております。　

　

(2）国内子会社

 平成22年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容
帳簿価額（千円）

従業員数
（名）建物

工具器具
及び備品

合計

㈱サプリメントサービス

本社

（大阪市中

央区）

人材派遣事業

その他事業
事務所 0 611 611 ２(3)

　（注）１　従業員数欄の（　）は、臨時従業員数を外書しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3）在外子会社

　該当事項はありません。
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

　　　　該当事項はありません。

 

(2）重要な設備の除却等

　　　　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 10,000,000

計 10,000,000

（注）平成21年４月16日開催の臨時株主総会において定款の一部変更が行われ、同日より発行可能株式総数は2,781,340

株増加し4,000,000株となっております。また、平成21年12月25日開催の臨時株主総会において、定款の一部変更が

行われ、同日より発行可能株式総数は6,000,000株増加し10,000,000株となっております。

　　　　なお、平成22年６月29日開催の定時株主総会において、定款の一部変更が行われております。当該変更により、普通株

式に係る発行可能種類株式総数は20,000,000株増加し、Ａ種優先株式を新設いたしました。当該変更による本有価

証券報告書提出日現在の株式の総数は次のとおりであります。

　種類 発行可能種類株式総数（株）　

　普通株式 30,000,000

　Ａ種優先株式 3,900,000

　計 33,900,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)
（平成22年３月31日）

提出日現在発行数(株)
（平成22年６月29日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,492,165 8,492,165
ジャスダック証券

取引所

権利の内容に何ら

限定のない当社に

おける標準となる

株式であります。ま

た、当社は単元株制

度は採用しており

ません。

計 8,492,165 8,492,165 － －

（注）１　発行済株式のうち5,275,000株は、金銭債権110,000千円及び不動産（土地）2,000,000千円の現物出資によるも

のであります。

２　事業年度末現在の上場金融商品取引所はジャスダック証券取引所であります。なお、ジャスダック証券取引所

は、平成22年４月１日付で大阪証券取引所と合併しておりますので、同日以降の上場金融商品取引所は、大阪証

券取引所であります。

３　提出日現在において、Ａ種優先株式は発行しておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

第４回株式会社セイクレスト新株予約

権証券（平成22年３月25日発行）　

事業年度末現在

（平成22年３月31日）

提出日の前月末現在

（平成22年５月31日）

新株予約権の数（個）　 60 60

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個）　
－ －

新株予約権の目的となる株式の種類　

普通株式

完全議決権付株式であり、権利内容に

何ら限定のない当社における標準とな

る株式であります。また、当社の定款に

は単元株式の定めはありません。

同左

新株予約権の目的となる株式の数

本新株予約権１個の行使により当社

が当社普通株式を新たに発行し又は

これに代えて当社の有する当社普通

株式を処分（以下当社普通株式の発

行又は処分を「交付」という。）する

数（以下「割当株式数」という。）

は、行使請求の対象となった本新株予

約権の数に10,000,000円を乗じ、これ

を行使価額（以下に定義する。）で除

して得られる最大整数とする（１株

未満の端数はこれを切り捨て、現金に

よる調整は行わない。）。本新株予約

権の目的である株式の総数の上限は、

本新株予約権の総数に10,000,000円

を乗じた金額を行使価額で除して得

られる最大整数となる。但し、下記

（注）１により行使価額が調整され

る場合には、本新株予約権の目的であ

る株式の総数は変更される。　

同左

 

新株予約権の行使時の払込金額

本新株予約権の行使により当社が交

付する当社普通株式の数を算定する

にあたり用いられる当社普通株式１

株あたりの価額（以下「行使価額」

という。）は、400円とする。

同左　

新株予約権の行使期間
自　平成22年３月25日

至　平成23年３月24日
同左
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事業年度末現在

（平成22年３月31日）

提出日の前月末現在

（平成22年５月31日）

新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の株式の発行価格及び資本組入

額

１　本新株予約権の行使により株式を

発行する場合において増加する資本

金の額は、会社計算規則第40条第１項

の規定に従い算出される資本金等増

加限度額の２分の１の金額とし、計算

の結果１円未満の端数が生じる場合

はその端数を切り上げた金額とする。

２　本新株予約権の行使により株式を

発行する場合において増加する資本

準備金の額は、本項第１号記載の資本

金等増加限度額から本項第１号に定

める増加する資本金の額を減じた額

とする。

同左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新株予約権の行使の条件　
各新株予約権の一部行使はできないも

のとする。
同左

新株予約権の譲渡に関する事項　
本新株予約権の譲渡については、当社

取締役会の承認を要するものとする。
同左

代用払込みに関する事項　 　－ －　

組織再編行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項　
　－ －　

（注）　行使価額の調整及び株式の数の調整

(1）当社は、本新株予約権の割当後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社の発行済普通株式数に変更を生じる場

合又は変更を生ずる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）をもって行使

価額を調整する。 

　調整後行使価額 ＝　 調整前行使価額　 ×　
既発行普通株式数　＋

交付普通株式数　 ×　１株あたりの払込金額　

時価　

既発行普通株式数＋交付普通株式数

　

(2）行使価額調整式により本新株予約権の行使価額の調整を行う場合及びその調整後の行使価額の適用時期につ

いては、次に定めるところによる。

　①　本項(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する場合（但し、当社の発行した取

得請求権付株式若しくは取得条項付株式の取得と引換えに交付する場合又は当社普通株式の交付を請求でき

る新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本号において同じ。）その他の証券若しくは権

利の請求又は行使による場合を除く。）

調整後の行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられているときは当該払込期間最終日とする。

以下同じ。）の翌日以降、また、当社普通株式の株主（以下「普通株主」という。）に割当てを受ける権利を与

えるための基準日がある場合は、その日の翌日以降、これを適用する。

　

②　株式分割又は無償割当てにより当社普通株式を発行する場合

調整後の行使価額は、当社普通株式の株式分割のための基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当てについ

て普通株主に割当を受ける権利を与えるための基準日がある場合はその翌日以降、また当社普通株式の無償割

当てについて当社普通株主に割当を受ける権利を与えるための基準日がない場合又は株主（普通株主を除

く。）に当社普通株式の無償割当てをする場合は当該割当ての効力発生日の翌日以降、これを適用する。

　

③　本項(4)号②に定める時価を下回る対価をもって当社普通株式の交付をする旨の定めがある取得請求権付株

式若しくは取得条項付株式を発行する場合（無償割当ての場合を含む。）又は本項(4)号②に定める時価を下

回る対価をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権その他の証券若しくは権利を発行する場合

（無償割当ての場合を含む。）

　調整後の行使価額は、発行される取得請求権付株式若しくは取得条項付株式又は新株予約権その他の証券又は

権利の全てが当初の条件で請求又は行使されて当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を

準用して算出するものとし、払込期日（新株予約権の場合は割当日、また無償割当ての場合は効力発生日の翌

日）以降、これを適用する。ただし、普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合はその翌

日以降、これを適用する。

EDINET提出書類

株式会社セイクレスト(E03999)

有価証券報告書

 20/110



　上記にかかわらず、請求又は行使に際して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株式若しくは取得条

項付株式又は新株予約権その他の証券又は権利が発行された時点で確定していない場合は、調整後の行使価額

は、当該対価の確定時点で発行されている取得請求権付株式若しくは取得条項付株式又は新株予約権その他の

証券又は権利の全てが当該対価の確定時点の条件で請求又は行使され当社普通株式が交付されたものとみな

して行使価額調整式を準用して算出するものとし、当該対価が確定した日の翌日以降、これを適用する。

④　本号①乃至③の各取引において、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日が設定され、かつ、各取引

の効力の発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときは、本

号①乃至③にかかわらず、調整後の行使価額は、当該承認があった日の翌日以降、これを適用する。

この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに本新株予約権を行使した新株予約

権者に対しては、調整前行使価額により当該期間内に交付された当社普通株式に加え、次の算出方法により得

られた当社普通株式を交付するものとする。　　　　

株式数 ＝　
　（調整前行使価額 － 調整後行使価額）×　

調整前行使価額により当該期間内に交付された当社普通

株式数　

調整後行使価額

　

　　　　　この場合に、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てる。

　(3）行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとどまる限り

は、行使価額の調整はこれを行わない。ただし、その後の行使価額の調整を必要とする事由が発生し行使価額を

算出する場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて、調整前行使価額からこの差額を差引いた額を

使用する。

(4）①　行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切捨てる。

　②　行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額が初めて適用される日に先立つ45取引日目に始まる30

取引日の株式会社ジャスダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（終値のな

い日数を除く。）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切捨て

る。

　③　行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日、基準日がない場合は調整後の

行使価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有す

る当社普通株式の数を控除した数とする。　

　(5）本項第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価額の調整

を行う。

①　株式の併合、資本の減少、新設分割、吸収分割、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とすると

き。

②　その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要

とするとき。　

③　行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出にあた

り使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。　　　

　(6）本項に定めるところにより行使価額の調整を行うときは、当社はあらかじめ書面によりその旨並びにその事由、

調整前の行使価額、調整後の行使価額及びその適用開始日その他必要な事項を、適用開始日の前日までに本新

株予約権者に通知する。

　 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　　　　　該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成18年２月20日　

（注）１
21,244 26,555 － 399,160 － 112,840

平成18年10月１日

（注）２
53,110 79,665 － 399,160 － 112,840

平成20年11月13日

（注）３
150,000229,665 30,000429,16030,000142,840

自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日

（注）４

650,000879,665130,650559,810130,650273,490

平成21年７月17日

（注）５
612,500　1,492,165　122,500　682,310　122,500　395,990　

平成22年３月25日

（注）６
5,300,000　6,792,165　1,060,000　1,742,310　1,060,000　1,455,990　

第20期３月期　

（自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日）

（注）７

1,700,000　8,492,165　341,700　2,084,010　341,700　1,797,690　

 （注）１　同日付で、平成17年12月31日最終の株主名簿に記載された株主の所有株式数を、１株につき５株の割合をもっ

て分割しております。

２　同日付で、平成18年９月30日最終の株主名簿に記載された株主の所有株式数を、１株につき３株の割合をもっ

て分割しております。

３　第三者割当の方法による新株式の発行（現物出資）によるものであります。

４　平成20年11月13日付で発行した第２回株式会社セイクレスト新株予約権の行使によるものであります。

５　第三者割当の方法による新株式の発行（現物出資及び金銭出資）によるものであります。

６　第三者割当の方法による新株式の発行（現物出資及び金銭出資）によるものであります。

７　平成20年11月13日付で発行した第２回株式会社セイクレスト新株予約権及び平成21年７月17日付で発行した

第３回株式会社セイクレスト新株予約権の行使によるものであります。

　

（６）【所有者別状況】

平成22年３月31日現在

区分

株式の状況
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関 金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数
（人）

－ 1 6 28 3 16 5,6575,711 －

所有株式数
（株）

－  51,700    6,9845,400,670605 10,8583,021,3488,492,165－

所有株式数
の割合
（％）

－  0.61 0.08 63.60 0.00 0.13 35.58100.00 －

（注）１　当社保有の自己株式960株は「個人その他」に含まれております。

２　「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が11株含まれております。
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（７）【大株主の状況】

平成22年３月31日現在

 

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

合同会社カナヤマ　　 福島県郡山市本町１丁目５番１０号 4,051,722 47.71

株式会社ドリームイン

キュベータ
東京都目黒区上目黒２丁目１―１ 1,248,278 14.70

織田 慎一 堺市堺区 111,500 1.31

大山 直也 福岡県行橋市 102,500 1.20

熊澤 克俊 埼玉県さいたま市 89,937 1.05

株式会社フォーティーワ

ン
大阪市中央区南船場４丁目１３―１ 75,000 0.88

日本証券金融株式会社　 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２―１０ 51,700 0.60

浅山 貴史 兵庫県宝塚市 44,850 0.52

青木　勝稔　 大阪市淀川区 41,700 0.49

馬越 豊子 大阪市東成区 38,327 0.45

計 －  5,855,514 68.95

　（注）１　上記のほか、当社保有の自己株式が960株（0.01％）あります。

２　前事業年度末において主要株主であったOVE第２号投資事業組合及び株式会社ゼクス並びに日本証券金融株

式会社は、当事業年度末現在において主要株主ではなくなりました。

３　前事業年度末において主要株主ではなかった合同会社カナヤマ及び株式会社ドリームインキュベータは、当

事業年度末現在において主要株主となっております。

 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　    960
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　8,491,205 8,491,205 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 8,492,165 － －

総株主の議決権 － 8,491,205 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の「株式数（株）」欄には、証券保管振替機構名義の失念株式が11株含まれてお

ります。また、「議決権の数（個）」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が11個含まれてお

ります。
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②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社セイクレスト

大阪市中央区備後町三丁目

２番８号
960 － 960 0.01

計 － 960 － 960 0.01

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。　

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 - - - -

消却の処分を行った取得自己株式 - - - -

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
- - - -

その他 - - - -

保有自己株式数    960 -    960 -
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３【配当政策】

　利益配分に関しましては、株主の皆様に対する安定した利益還元を経営戦略の根幹であると考え、配当性向30％を目

標に継続的かつ安定的な配当を実現することを基本方針としております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。これらの剰余金の配当

の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めて

おります。

　しかしながら、当社の現状を鑑みまして、当期の配当につきましては誠に遺憾ながら無配とさせていただきます。ま

た、次期の配当につきましては、無配を予定しておりますが、早期に業績を回復させ、速やかに復配を実現することが

経営上の最重要課題の一つと考えております。

　   

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期
決算年月 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期

最高（円）
1,540,000

◇700,000

395,000

◇91,500 
64,000 14,300 1,075

最低（円）
346,000

◇190,000

215,000

◇36,950　
5,180 390 266

　（注）１　最高・最低株価については、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

２　◇印は、株式分割による権利落後の株価であります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成21年10月 11月 12月 平成22年１月 ２月 ３月

最高（円）      448      385      557      595      424      367

最低（円）    301      269      200      320      266    296

　（注）　最高・最低株価については、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役 － 青木　勝稔 昭和38年３月22日生

昭和60年４月㈱大京入社

（注）４ 41,700

平成３年３月 当社設立　代表取締役就任

（現任）

平成14年10月

 

㈱サプリメントサービス取締

役会長就任

 平成19年２月 ㈱サプリメントサービス代表

取締役就任（現任）

専務取締役 営業本部長 井上　晃章 昭和42年２月27日生

平成２年４月 ㈱大京入社

（注）４ 3,074

平成４年１月 当社入社

平成13年４月営業部長

平成16年１月執行役員営業本部長

平成16年４月執行役員営業本部長兼住宅流

通事業部長

平成16年５月執行役員営業本部長兼住宅流

通事業部長兼業務部長

平成16年６月取締役営業本部長就任

平成18年４月常務取締役企画販売事業本部

長就任

平成19年９月　専務取締役営業本部長就任

平成20年１月専務取締役営業本部長兼東京

支店長就任（現任）

取締役　
経営管理

本部長　　
足立　和重　 昭和42年12月22日生　

平成２年４月 ㈱大京入社

（注）４

　
3,014　

平成５年11月当社入社

平成12年４月経営企画室長

平成15年10月事業本部副本部長兼経営企画

室長

平成16年１月執行役員事業本部副本部長兼

経営企画室長

平成16年４月執行役員事業本部長兼経営企

画室長

平成16年６月取締役事業本部長就任

平成18年５月取締役ＣＳＲ本部長兼コンプ

ライアンス・リスク管理室長

就任

平成22年１月経営管理本部長（現任）　

取締役

ＣＳＲ本部長

兼コンプライ

アンス・リス

ク管理室長　

清家　秀昭　　 昭和47年10月６日生　

平成７年４月 当社入社　

（注）６

　　
30　　

平成20年４月株式会社サプリメントサービ

ス取締役就任（現任）　

平成21年10月受託営業部部長　

平成22年１月ＣＳＲ本部長兼コンプライア

ンス・リスク管理室長就任

平成22年６月取締役ＣＳＲ本部長兼コンプ

ライアンス・リスク管理室長

就任（現任）

 

EDINET提出書類

株式会社セイクレスト(E03999)

有価証券報告書

 26/110



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

常勤監査役 － 北山　涼一 昭和25年11月６日生

昭和48年３月㈱長谷川工務店（現　㈱長谷

工コーポレーション）入社

（注）５ 77平成９年４月 ㈱タケツー入社

平成12年11月当社入社　常勤監査役就任

（現任）

監査役 － 大石　英樹 昭和38年４月11日生

平成３年８月 監査法人朝日新和会計社（現

　あずさ監査法人）入社

（注）５ 384

平成13年３月大石公認会計士事務所開設

（現任）

当社　監査役就任（現任）

平成15年３月㈱サプリメントサービス監査

役就任（現任）

監査役 －　 小林　二郎　 昭和20年６月４日生　

昭和49年４月　弁護士登録（大阪弁護士会）

小林法律事務所（現任）　
（注）７ －

平成22年５月当社一時監査役就任

平成22年６月　 当社　監査役就任（現任）　

   計    48,279

　（注）　１　取締役　三浦　多実也は、平成22年１月22日付で、辞任いたしました。

　　　　　２　監査役　坂元　英峰は、平成22年３月31日付で、辞任いたしました。

　　　　　３　監査役　北山　涼一、大石　英樹、小林　二郎は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

 　　　 　４　平成21年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年間であります。

５　平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間であります。

６　平成22年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から１年間であります。

７　平成22年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から２年間であります。

８　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くこととなる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 所有株式数　

馬屋原　和義 昭和32年12月11日生

昭和52年６月株式会社広島トヨタカローラ　入社　

－

昭和58年９月株式会社グローリア初穂　入社　

平成元年10月株式会社トータルプランニングオフィス　入社

平成12年11月株式会社ダイナシティ　入社

平成17年９月当社入社

平成20年７月
投資運用事業部兼開発流動化事業部東京担当部長

（現任）
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

　当社は、継続的な企業価値の向上を目指すために、株主に対する経営の透明性を高め、効率的かつ健全な企業経営を

可能にする経営管理機構の構築をコーポレート・ガバナンスに関する取り組みの基本的な考えとし、経営上の最も重

要な課題のひとつと位置づけております。

　

①　企業統治の体制

イ 企業統治の体制の概要

　当社は、経営の効率性の向上、健全性の維持、透明性の確保に努め、コンプライアンスの徹底ならびに経営監査・

監督機能の強化を図り、健全な経営体制の確立に努めております。　

　当社は監査役会制度を採用しており、監査役会は会計監査人、ＣＳＲ本部及び内部監査室と連携し、各種法令及

び社内規則遵守の準拠性に関する監査を行っております。

　当社の取締役会は取締役３名及び監査役３名（社外監査役３名）で構成され、毎月１回の定例取締役会に加え、

随時必要に応じて臨時取締役会を開催しております。取締役会では、経営に関する重要事項についての報告、決議

を行っております。当社は、取締役会を経営の意思決定機関であると同時に業務執行状況を監督する機関と位置

付けており、取締役会から社員に至るまでの双方向の意思疎通を図る体制を構築しております。

　内部監査においては、担当部署を内部監査室とし、各部門の内部監査を行っております。

　

ロ 企業統治の体制を採用する理由

　当社は経営の意思決定機関である取締役会において、社外監査役３名が出席しており、外部からの監視及び監督

機能は充足していると考えております。

　また、監査役は社内においてはＣＳＲ本部及び内部監査室と連携を図り、外部においては会計監査人との連携を

図っており、各種法令及び社内規則遵守の準拠性に関する監査は適正に保てれていると考えております。

　また、内部統制システムの構築、整備、運用状況の確認はＣＳＲ本部が中心となって行っており、さらに内部監査

室が不正不備の監査を実施していることから、現在の企業統治の体制を採用しております。

　

②　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

イ　会社の機関の内容

　当社は監査役制度採用会社であり、社外監査役を３名選任しております。　

　会社の機関及び内部統制システムの整備状況等は以下のとおりであります。
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ロ　内部統制システムの整備の状況

　当社は、会社法及び会社法施行規則に則り、取締役会において「内部統制システム構築の基本方針」を決議し、

業務の効率及び適正を維持、確保して企業の発展に繋がるよう内部統制システムの構築に努めると共に、各部門

の業務の適正性や妥当性を検証することを目的として、内部監査室による内部監査を計画的に実施し、監査結果

を代表取締役に報告しております。

　また、コーポレート・ガバナンスの実践のため、企業理念、企業憲章、企業行動規範10カ条に従い、法令・社会規

範・倫理を当然のこととして順守し、よき社会人・企業人として誠実かつ適切な行動を迅速に行う体制を構築す

るよう取組んでおり、法令違反や問題となる事実を従業員が発見した場合、会社としてそれを速やかに把握する

ことにより、より大きな問題に発展することを防げるように、コンプライアンス相談窓口を設置すると共に、「コ

ンプライアンス・マニュアル」を作成し、ミーティングやコンプライアンス研修等で活用することにより、周知

徹底を図っております。

 

ハ　内部監査及び監査役監査の状況

　当社は内部監査室（１名）を設置しております。内部監査室は、内部監査規程に基づき業務全般に関し、法令、定

款、社内規程の遵守状況、職務執行の適切性等につき内部監査を定期的に実施し、代表取締役及び監査役に内部監

査結果を報告しております。

　当社の監査役監査は、常勤監査役１名を含む３名全員が社外監査役であり、透明性・公平性を確保し、経営に対

する監視・監督機能を果たしております。

　現在、監査役の職務を補佐すべきスタッフはおりませんが、必要に応じて内部監査スタッフが補助使用人を兼務

しております。

　監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部

門及びその他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その

他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求め、重事な決裁書類等を閲覧し、当社内の事業所及び連結子会社において業務の調査等を行っております。ま

た、監査法人からの会計監査結果報告（四半期・期末決算毎）、月１回の監査役会などの会議を定例化しており

ます。

　内部監査室及び監査法人とは、必要に応じ、情報交換・意見交換を行うなど連携を密にし、監査の実効性と効率

性の向上を計っております。

　監査役と内部監査室との相互連携については、内部監査室からの定期的な報告を行うことで連携をとっており

ます。

　なお、これらの監査については、取締役会等を通じて内部統制部門に対して適宜報告がなされております。

　また、監査役大石英樹は公認会計士の資格を有しております。

　

ニ　会計監査の状況

　当社は、金融商品取引法に基づく会計監査を明誠監査法人に委嘱しておりますが、同監査法人又は業務執行社員

との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はありません。

　当社は、同監査法人との間で、金融商品取引法監査についての監査契約書を締結し、これに基づく報酬を支払っ

ております。平成22年３月期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成について

は以下のとおりであります。　

・業務を執行した公認会計士の氏名

指定社員　業務執行社員　　武田　剛

指定社員　業務執行社員　　中澤　研二

・監査業務に係る補助者の構成　公認会計士　　２名

会計士補等　　３名

その他　　　　４名 

ホ　社外監査役との関係

有価証券報告書提出日現在における社外監査役３名との関係については以下のとおりであります。

北山 涼一氏は不動産業界において長年にわたり業務を経験し、当業界を熟知しており、また、法務、総務に関す

る豊富な知見に基づいた提言や意見表明を期待し、独立性を有する社外監査役として選任し、大阪証券取引所に

対し、独立役員として届け出ております。

　大石 英樹氏は公認会計士としての専門的な知識・経験を有しており、監査機能を発揮していただけることを期

待し、独立性を有する社外監査役として選任し、大阪証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

　小林 二郎氏は弁護士としての専門的な知識・経験を有しており、監査機能を発揮していただけることを期待

し、独立性を有する社外監査役に選任しております。

　当社の監査は、社外監査役を含めて取り組んでおり、内部監査、監査役監査及び会計監査と相互に意見交換を実
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施して連携を図っております。

　なお、当社と社外監査役との間には、特別な人的関係及び取引関係はなく、社外監査役が所有する株式数につい

ては「５  役員の状況」に記載しております。

 

③　リスク管理体制の整備状況

　平成18年５月に、ＣＳＲの推進・強化と法令遵守の徹底並びにリスクマネジメントの推進を行うことを目的とし

て、「ＣＳＲ本部コンプライアンス・リスク管理室」を設置しております。「コンプライアンス・リスク管理室」

は、リスク情報の収集・評価を行い、適切かつ迅速にリスクへの対応を図り、また、必要に応じて外部の弁護士及び

公認会計士等の専門家から意見を聴取し、取締役会へ報告を行うこととしております。

　情報管理体制としては、取締役又は使用人の職務の執行にかかる情報・文書の取扱いについて、社内規程に基づき

保存及び管理しており、さらに今後、文書の保管方法や電磁的記録情報についての閲覧可能な保存管理につき整備

を図っていきます。

　内部統制に関しては、金融商品取引法上の内部統制監査への対応として、監査役、内部監査室、ＣＳＲ本部、経営管

理本部が中心となり、対応しております。 

　

④  役員報酬等

イ　役員報酬の内容　

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する報酬は以下のとおりであります。　

　 　 報酬等の内訳（百万円） 　

役員区分
報酬等の総額

（千円）

基本報酬

（千円）　

ストックオ

プション
賞与

退職慰労金

等

員数

（人）　

取締役（社外取締役を除く） 89,60089,600－ － － 4　

監査役（社外監査役を除く） － － － － － －

社外監査役 18,24018,240－ － － 3

　 　 

ロ　提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　連結報酬等の総額が１億円以上であるものが存在しないため、記載しておりません。　

　

ハ　使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

　使用人兼務役員がいないため、記載しておりません。　

　

二　役員報酬の算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　役員報酬の算定方法の決定方針については定めておりません。

 

⑤　責任限定契約の内容の概要

 　　　　当社は、平成18年6月29日開催の第16回定時株主総会で定款を変更し、社外取締役及び社外監査役の責任限定契約に

関する規定を設けております。

　当該定款に基づき当社が社外監査役の全員と締結した責任限定契約の概要は次のとおりであります。

　　　  （社外監査役の責任限定契約）

 　　　　　社外監査役は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任について、その職務を行うにつき善意でありかつ重大な

過失がなかったときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として損害賠償責任を負担するも

のとする。

　

 　 ⑥　取締役の定数

 　　　 　当社の取締役は10名以内とする旨を定款に定めております。

 

 　 ⑦　取締役の選任の決議要件

 　　　　 当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、累積投票によらない旨を定款に定めております。

 

 　 ⑧　自己の株式の取得の決定機関

 　　　 　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等によって自己の株式を取得するこ

とができる旨を定款に定めております。これは、機動的な資本政策を可能とすることを目的とするものでありま

す。

 

　  ⑨　取締役及び監査役の責任免除
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　当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取締役

（取締役であったものを含む。）及び監査役（監査役であったものを含む。）の責任を法令の限度において免除

することができる旨定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能力を十

分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

 

 ⑩　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的とするものであります。

 

 ⑪  中間配当の決定機関

　当社は、取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定款に定めて

おります。これは、中間配当の決定機関を取締役会とすることにより、機動的な利益還元を行うことを目的とする

ものであります。　

　

⑫　株式の保有状況

イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

　　該当事項はありません。

　

ロ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式のうち、当事業年度における貸借対照表計上額が資本金額の

100分の１を超える銘柄

　　該当事項はありません。

　

ハ　保有目的が純投資目的である投資株式

　 前事業年度

（千円）

当事業年度

（千円）

 貸借対照表計上

額の合計額

貸借対照表計上

額の合計額

受取配当金の合

計額

売却損益の合計

額

評価損益の合計

額

非上場株式 18,798 13,914 －    860 4,023

非上場株式以外の株式 － － － － －
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 27,000 － 28,500 －

連結子会社 － － － －

計 27,000 － 28,500 －

　（注）１　明誠監査法人に委託した非監査業務はありません。

　　　　２　当社は明誠監査法人と会社法に基づく監査を委託しておりますが、当該監査に基づく監査報酬と金融商品取引法

に基づく監査報酬とを明確に区分しておらず、また、実質的にも区分できないため、これらの合計額を記載し

ております。

  

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

当連結会計年度において、明誠監査法人に委託した非監査業務はありません。

④【監査報酬の決定方針】

　監査に要する監査法人の日数及び作業時間並びに人員等を勘案し決定しております。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月

31日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の財務諸表並びに当連

結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成21年４月１日か

ら平成22年３月31日まで）の財務諸表について、明誠監査法人による監査を受けております。　

EDINET提出書類

株式会社セイクレスト(E03999)

有価証券報告書

 34/110



１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 46,257 34,561

受取手形及び売掛金 87,897 44,088

たな卸資産 ※1, ※2
 581,177

※1, ※2
 2,524,463

前払費用 2,923 5,382

仮払金 34,263 1,661

その他 9,184 48,425

貸倒引当金 △3,273 △25,463

流動資産合計 758,430 2,633,120

固定資産

有形固定資産

建物 74,707 73,927

減価償却累計額 △6,823 △8,715

建物（純額） ※1
 67,884

※1
 65,211

工具、器具及び備品 15,167 15,353

減価償却累計額 △8,012 △9,928

工具、器具及び備品（純額） 7,155 5,424

土地 ※1
 17,607

※1
 17,607

有形固定資産合計 92,647 88,243

無形固定資産 15,231 9,584

投資その他の資産

投資有価証券 18,798 13,914

差入保証金 22,199 22,523

保険積立金 3,476 2,310

破産更生債権等 53,658 52,795

会員権 9,832 9,832

その他 9,737 13,391

貸倒引当金 △57,940 △57,077

投資その他の資産合計 59,762 57,689

固定資産合計 167,641 155,517

繰延資産

社債発行費 4,854 512

繰延資産合計 4,854 512

資産合計 930,926 2,789,150
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 ※1
 421,621

※1
 558,471

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 68,204

※1
 79,306

1年内償還予定の社債 172,000 10,000

未払法人税等 1,768 11,274

未払金 ※1
 112,728 43,154

前受金 11,273 4,062

未払消費税等 43,870 1,679

預り金 18,423 7,921

1年内返還予定の預り保証金 105,500 99,500

その他 14,455 1,310

流動負債合計 969,846 816,680

固定負債

社債 160,000 100,000

長期借入金 ※1
 509,751

※1
 139,603

退職給付引当金 45,838 45,288

負ののれん 1,287 819

その他 450 450

固定負債合計 717,326 286,160

負債合計 1,687,172 1,102,841

純資産の部

株主資本

資本金 559,810 2,084,010

資本剰余金 273,490 1,797,690

利益剰余金 △1,554,710 △2,162,404

自己株式 △35,986 △35,986

株主資本合計 △757,396 1,683,309

新株予約権 1,150 3,000

少数株主持分 － －

純資産合計 △756,246 1,686,309

負債純資産合計 930,926 2,789,150
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②【連結損益計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 4,430,416 462,620

売上原価 ※1
 3,209,983

※1
 189,368

売上総利益 1,220,432 273,251

販売費及び一般管理費 ※2
 1,181,970

※2
 746,057

営業利益又は営業損失（△） 38,462 △472,805

営業外収益

受取利息 213 671

負ののれん償却額 468 468

保険解約返戻金 910 842

保険事務手数料 101 63

法人税等還付加算金 1,354 36

雑収入 465 1,568

営業外収益合計 3,513 3,650

営業外費用

支払利息 87,296 43,484

社債発行費償却 2,369 4,341

支払手数料 26,740 58,279

有価証券売却損 2,921 －

雑損失 3,725 4,085

営業外費用合計 123,053 110,191

経常損失（△） △81,076 △579,346

特別利益

貸倒引当金戻入額 308 3,472

賞与引当金戻入額 22,982 －

受取和解金 75,000 －

償却債権取立益 2,236 －

新株予約権戻入益 － 750

その他 5,200 －

特別利益合計 105,727 4,222

特別損失

固定資産除却損 ※3
 6,660

※3
 2,130

たな卸資産評価損 1,206,000 －

投資有価証券評価損 17,059 4,023

退職特別加算金 ※4
 1,388 －

減損損失 ※5
 6,760 －

事務所移転費用 ※6
 8,295

※6
 2,100

貸倒引当金繰入額 － 19,800

その他 3,934 101

特別損失合計 1,250,098 28,156

税金等調整前当期純損失（△） △1,225,448 △603,279

法人税、住民税及び事業税 696 4,414

法人税等合計 696 4,414

少数株主損失（△） △462 －

当期純損失（△） △1,225,682 △607,693
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 399,160 559,810

当期変動額

新株の発行 30,000 1,182,500

新株の発行（新株予約権の行使） 130,650 341,700

当期変動額合計 160,650 1,524,200

当期末残高 559,810 2,084,010

資本剰余金

前期末残高 112,840 273,490

当期変動額

新株の発行 30,000 1,182,500

新株の発行（新株予約権の行使） 130,650 341,700

当期変動額合計 160,650 1,524,200

当期末残高 273,490 1,797,690

利益剰余金

前期末残高 △329,027 △1,554,710

当期変動額

当期純損失（△） △1,225,682 △607,693

当期変動額合計 △1,225,682 △607,693

当期末残高 △1,554,710 △2,162,404

自己株式

前期末残高 △35,986 △35,986

当期末残高 △35,986 △35,986

株主資本合計

前期末残高 146,986 △757,396

当期変動額

新株の発行 60,000 2,365,000

新株の発行（新株予約権の行使） 261,300 683,400

当期純損失（△） △1,225,682 △607,693

当期変動額合計 △904,382 2,440,706

当期末残高 △757,396 1,683,309

新株予約権

前期末残高 － 1,150

当期変動額

新株予約権の発行 2,450 6,000

新株の発行（新株予約権の行使） △1,300 △3,400

新株予約権の失効 － △750

当期変動額合計 1,150 1,850

当期末残高 1,150 3,000
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

少数株主持分

前期末残高 462 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △462 －

当期変動額合計 △462 －

当期末残高 － －

純資産合計

前期末残高 147,448 △756,246

当期変動額

新株の発行 60,000 2,365,000

新株の発行（新株予約権の行使） 260,000 680,000

新株予約権の発行 2,450 6,000

新株予約権の失効 － △750

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △462 －

当期純損失（△） △1,225,682 △607,693

当期変動額合計 △903,694 2,442,556

当期末残高 △756,246 1,686,309
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △1,225,448 △603,279

減価償却費 9,918 8,105

減損損失 6,760 －

移転費用 7,135 －

負ののれん償却額 △468 △468

その他の償却額 9,054 7,049

たな卸資産評価損 1,209,392 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △15,174 △550

賞与引当金の増減額（△は減少） △30,647 －

未払消費税等の増減額（△は減少） 41,171 △42,190

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,534 21,327

前受金の増減額（△は減少） △21,654 △7,210

固定資産除却損 6,660 2,130

社債発行費償却 2,369 4,341

受取利息及び受取配当金 △213 △671

支払利息 87,296 43,484

売上債権の増減額（△は増加） 122,593 43,809

仕入債務の増減額（△は減少） 10,395 239

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,036,594 49,664

前払費用の増減額（△は増加） 19,347 2,459

預り金の増減額（△は減少） △22,906 △10,501

預り保証金の増減額（△は減少） △30,762 △6,000

その他 △96,177 13,724

小計 3,128,771 △474,537

利息及び配当金の受取額 246 18

利息の支払額 △60,301 △51,828

法人税等の支払額 32,539 △2,479

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,101,256 △528,827

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 20,200 －

有形固定資産の取得による支出 △11,513 △185

無形固定資産の取得による支出 △11,111 －

投資有価証券の売却による収入 1,834 －

差入保証金の差入による支出 － △10,323

差入保証金の回収による収入 120,602 －

保険積立金の解約による収入 1,577 1,166

貸付けによる支出 － △30,000

その他 △1,117 200

投資活動によるキャッシュ・フロー 120,472 △39,142
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 558,600 100,000

短期借入金の返済による支出 △1,038,978 △298,649

長期借入れによる収入 20,000 －

長期借入金の返済による支出 △3,205,787 △44,046

社債の発行による収入 92,000 198,000

社債の償還による支出 △100,000 △340,000

配当金の支払額 △123 △28

株式の発行による収入 － 255,000

新株予約権の行使による株式の発行による収入 260,000 680,000

新株予約権の発行による収入 2,450 6,000

その他 △9,500 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,421,339 556,275

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △199,610 △11,695

現金及び現金同等物の期首残高 245,867 46,257

現金及び現金同等物の期末残高 46,257 34,561
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日

　　　至　平成22年３月31日）  

　当社グループは、当連結会計年度におきまして、厳しい事

業環境が続いた結果、営業利益38,462千円を計上したもの

の、当期純損失1,225,682千円を計上し、当連結会計年度末

における純資産は756,246千円の債務超過状況となってお

ります。

　また、当連結会計年度末におきましては、運転資金として

使用する目的で発行した社債72,500千円については延滞

が発生している状況となっております。平成21年６月26日

時点におきましては、社債20,000千円が遅滞状態となって

おり、支払いの遅延の状況を完全に解消するに至っており

ません。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を

生じさせるような状況が存在しています。

　連結財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消す

べく、主幹事業であります企画・販売代理事業におきまし

ては、機動的な施策をもって着実に収益を積み上げ一定の

利益を創出できる事業モデルを再構築することを最重要

課題として取り組んでまいる所存であります。また、資金

調達につきましては、平成21年７月17日付で第三者割当増

資による新株式310,000千円の発行(うち、110,000千円は

当社に対する金銭債権の出資による払込の方法によるも

のであるため、資金の調達はなし。）並びに行使総額

600,000千円の第３回株式会社セイクレスト新株予約権の

行使により段階的に資金調達を行うことを予定しており、

当該資金調達により有利子負債を直接的に圧縮し、早期に

財務体質の改善を図るとともに、キャッシュフロー面にお

いても、事業計画上の推進事業の伸展が図れると考えてお

ります。

　しかし、これらの対応策に関して、営業施策面においては

不動産市況の影響、また資金調達面においては株式市場並

びに当社株価等の状況に影響されるため、現時点では継続

企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成してお

り、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を連結

財務諸表に反映しておりません。

当社グループは、当連結会計年度におきまして、厳しい

事業環境が続いた結果、営業活動によるキャッシュ・フ

ローは大幅なマイナスとなりました。また、営業損失

472,805千円、経常損失579,346千円、当期純損失607,693千

円となり３期連続の当期純損失を計上いたしました。当該

状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ

うな状況が存在しています。

連結財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消す

べく、主幹事業であります企画・販売代理事業におきまし

ては、労働生産性の向上に向けた施策をもって現在の市場

環境と事業規模に合った体制作りを行うことを最重要課

題として取り組んでまいる所存であります。また、企画不

動産販売事業におきましては、当社が平成22年３月25日に

現物出資により取得したリゾート土地の販売及び買取再

販マンションの取得・販売を推進してまいります。

資金調達につきましては、平成22年３月25日に発行いた

しました第４回株式会社セイクレスト新株予約権の行使

により段階的に資金調達を行うことを予定しており、当該

資金調達により、企画不動産販売事業における買取再販マ

ンションの取得・販売を予定しております。当該事業を推

進し事業利益を確保することとともに、キャッシュフロー

面においても事業の推進が図れると考えております。

しかし、これらの対応策に関して、営業施策面において

は不動産市況の影響、また資金調達面においては株式市場

並びに当社株価等の状況に影響されるため、現時点では継

続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成してお

り、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を連結

財務諸表に反映しておりません。
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数　　　　　１社

連結子会社の名称

㈱サプリメントサービス 

(1）連結子会社の数　　　　　１社

連結子会社の名称

㈱サプリメントサービス 

 (2）非連結子会社の数　　　　－社 (2）非連結子会社の数　　　　－社

２　持分法の適用に関する事項 　非連結子会社又は関連会社がないため、

該当事項はありません。

同左

３　連結子会社の事業年度等に

関する事項

　連結子会社の決算日は、連結決算日と一

致しております。

同左

４　会計処理基準に関する事項 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　たな卸資産

販売用不動産

　個別法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基

づく簿価切り下げの方法）によっ

ております。 

　なお、一部の販売用不動産につい

ては、固定資産の減価償却の方法と

同様の方法により、減価償却を行っ

ております。

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　たな卸資産

販売用不動産

同左

 ②　有価証券

その他有価証券

②　有価証券

その他有価証券

 時価のないもの

　移動平均法による原価法によっ

ております。

　なお、投資事業有限責任組合に

類する組合への出資等について

は、組合契約に規定されている決

算報告書又は当該決算書に準ず

る報告書等の入手可能な情報を

基礎とし、持分相当額を簿価とす

る方法によっております。

時価のないもの

同左　
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法

①　有形固定資産(リース資産を除く)

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備は除く）

については、定額法によっておりま

す。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法

①　有形固定資産(リース資産を除く)

同左 

 ②　無形固定資産(リース資産を除く)

　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウエアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によってお

ります。

②　無形固定資産(リース資産を除く)

同左

 ③　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しており

ます。

③　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しており

ます。

　なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年３月31日以前のリース取

引並びに少額リース資産及び短期の

リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

 (3）重要な繰延資産の処理方法

社債発行費

社債の償還までの期間にわたり、定

額法により償却しております。平成18

年３月31日までに発生した社債発行

費につきましては、３年間で毎期均等

額を償却しております。

(3）重要な繰延資産の処理方法

社債発行費

同左 

 (4）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　期末債権の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

(4）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

 ②　賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、

当期末に在籍している従業員に係る

支給見込額を計上しております。

――――――――

 ③　退職給付引当金

　親会社は従業員の退職給付に備える

ため、「退職給付会計に関する実務指

針」（会計制度委員会報告第13号）

に定める簡便法に基づき会社規程に

よる期末自己都合要支給額を計上し

ております。

③　退職給付引当金

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 (5）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしておりますので、特例

処理を採用しております。

(5）重要なヘッジ会計の方法

――――――――

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息

　

 ③　ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に

行っております。

　

 ④　ヘッジの有効性評価の方法

　リスク管理方針に従って、以下の条

件を満たす金利スワップを締結して

おります。

　

 Ⅰ　金利スワップの想定元本と長期借

入金の元本額が一致している。

 

 Ⅱ　金利スワップと長期借入金の契約

期間及び満期が一致している。

 

 Ⅲ　長期借入金の変動金利のインデッ

クスと金利スワップで受払いされ

る変動金利のインデックスがTIBOR

で一致している。

 

 Ⅳ　長期借入金と金利スワップの金利

改定条件が一致している。

 

 Ⅴ　金利スワップの受払条件がスワッ

プ期間を通して一定である。

 

 　従って、金利スワップの特例処理

の要件を満たしているので有効性

の評価を省略しております。

 

 (6）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項

消費税等の処理方法

　消費税等の会計処理は税抜方式に

よっております。

(6）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項

消費税等の処理方法

同左

５　連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、部分時価評価法によっております。

同左

６　のれん及び負ののれん償却

に関する事項

　負ののれん償却については、５年間の定

額法により償却を行っております。

同左

７　連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

短期投資からなっております。

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（リース取引に関する会計基準の適用）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基

準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部

会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号

（平成６年１月18日（公認会計士協会　会計制度委員会）、

平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係

る会計処理によっております。また、所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法につ

いては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。また、平成20年３月31日までに取

引が開始している所有権移転外ファイナンス・リース取引

に関しては、従来通り賃貸借処理によっております。

　なお、当連結会計年度において、新たな所有権移転外ファ

イナンス・リース取引は行っておりませんので、営業利益、

経常損失及び税金等調整前当期純損失には影響ありませ

ん。

　

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、

個別法による原価法によっておりましたが、当連結会計年

度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基

準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、個

別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

　これにより、営業利益が1,096,000千円増加し、経常損失も

同額減少しております。また、税金等調整前当期純損失は

110,000千円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ております。

――――――――――
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
　　至　平成22年３月31日）

 （連結貸借対照表）

  １  流動資産の「仮払金」は、前連結会計年度まで「そ 

の他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計年度

において、資産の総額の100分の１を超えたため区分掲

記しております。

　　なお、前連結会計年度の「その他」に含まれております

「仮払金」は1,185千円であります。 

 

 ２　固定資産の「会員権」は、前連結会計年度まで「その

他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計年度に

おいて、資産の総額の100分の１を超えたため区分掲記

しております。

　なお、前連結会計年度の「その他」に含まれておりま

す「会員権」は9,832千円であります。 

 

 ３　流動負債の「前受金」は、前連結会計年度まで「その

他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計年度に

おいて、負債及び純資産の合計額の100分の１を超えた

ため区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の「その他」に含まれておりま

す「前受金」は32,927千円であります。

 

４　流動負債の「未払消費税等」は、前連結会計年度まで

「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計

年度において、負債及び純資産の合計額の100分の１を

超えたため区分掲記しております。

　　なお、前連結会計年度の「その他」に含まれております

「未払消費税等」は2,699千円であります。

 

――――――――――

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

（連結キャッシュ・フロー計算書）  　

営業活動によるキャッシュ・フローの「前受金の増減

額」は、前連結会計年度は「その他」に含めて表示してお

りましたが、金額的重要性が増したため区分掲記しており

ます。

　なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「前

受金の増減額(△は減少)」は15,750千円であります。
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【追加情報】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
　　至　平成22年３月31日）

――――――――――

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　平成22年２月18日開催の取締役会及び平成22年３月８日

開催の臨時株主総会におきまして、平成22年３月25日を払

込期日とする新株式の発行（不動産の現物出資及び金銭出

資）及び第４回株式会社セイクレスト新株予約権の発行を

決議し、平成22年３月25日付で当該新株式の発行に係る不

動産の現物出資2,000,000千円及び金銭出資120,000千円並

びに当該新株予約権に係る3,000千円の払込がなされまし

た。

　これにより、たな卸資産が2,000,000千円、資本金及び資本

準備金がそれぞれ1,060,000千円増加しております。　
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成21年３月31日現在）

当連結会計年度
（平成22年３月31日現在）

※１　担保資産

　担保として抵当に供している資産及び対応する債務

は以下のとおりであります。

※１　担保資産

　担保として抵当に供している資産及び対応する債務

は以下のとおりであります。

 ①　担保として抵当に供している資産

たな卸資産          581,018千円 

固定資産 80,982千円 

合計 662,001千円 

 

 ①　担保として抵当に供している資産

たな卸資産          999,901千円 

固定資産 79,607千円 

合計 1,079,509千円 

 

②　対応する債務 ②　対応する債務

短期借入金        399,157千円

一年内返済予定長期借入金          60,800千円

長期借入金          469,150千円

未払金 20,000千円

合計         949,107千円

 

 ※２　たな卸資産

販売用不動産 581,018千円 

貯蔵品 158千円 

合計 581,177千円 

　

短期借入金        558,471千円

一年内返済予定長期借入金          70,950千円

長期借入金          109,350千円

合計         738,771千円

 

　

 ※２　たな卸資産

販売用不動産 2,524,000千円

商品 325千円

貯蔵品 138千円 

合計 2,524,463千円

　

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１　売上原価
　不動産流動化事業において、収益性の低下に伴う簿
価切り下げによるたな卸資産評価損3,392千円が売
上原価に含まれております。

※１　売上原価
　不動産流動化事業において、収益性の低下に伴う簿
価切り下げによるたな卸資産評価損49,969千円が売
上原価に含まれております。

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給与手当     410,377千円

支払手数料 127,894千円

退職給付費用     7,834千円

貸倒引当金繰入額 3,842千円

給与手当     278,009千円

役員報酬 107,840千円

支払手数料 65,666千円

退職給付費用     11,297千円

貸倒引当金繰入額 5,000千円

※３　固定資産除却損の内容は、工具、器具及び備品6,660千

円であります。

※３　固定資産除却損の内容は、工具、器具及び備品538千

円、ソフトウエア1,592千円であります。

※４　退職特別加算金は、平成20年４月８日に確定した希望

退職に対する支出のうち、当連結会計年度に係る支出

及び前連結会計年度における見積もり計上額の不足分

であります。

　　　　　　――――――――――
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※５　当連結会計年度において下記のとおり減損損失を計

上いたしました。　　　

　　　　　　――――――――――

①　減損損失を計上した資産グループの概要

　連結子会社である株式会社サプリメントサービス

の「その他事業」に係るソフトウェアについて、減

損損失を計上しております。

　

②　減損損失の認識に至った経緯

　当連結会計年度において、当該事業の収益性が著

しく悪化しております。それに伴い将来の収益性を

鑑み、当連結会計年度末において、当該資産の帳簿

価額を回収可能価額まで減少し、当該減少額を減損

損失として特別損失に計上したものであります。

　

③　減損損失の金額 

ソフトウェア　6,760千円 

　

④　資産グルーピングの方法

　連結子会社であるサプリメントサービスは、管理会

計上の区分であり、独立してキャッシュ・フローを生

み出す最小の単位でもある事業の種類別セグメント

固有の資産ごとにグルーピングを行っております。 

　

⑤回収可能価額の算定方法

　当資産グループの回収可能価額は、使用価値及び正

味売却価値により測定しております。 

 

※６　事務所移転費用は、本社及び東京支店の移転に伴う作

業代等であります。

※６　事務所移転費用は、コスト削減を目的とした本社事務

所縮小に伴う作業代等であります。

EDINET提出書類

株式会社セイクレスト(E03999)

有価証券報告書

 50/110



（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

　普通株式 79,665 800,000  －  879,665

合計 79,665  800,000  －  879,665

自己株式     

普通株式 960 － － 960

合計 960  －  －  960

 （注）　普通株式の増加800,000株は、第２回株式会社セイクレスト新株予約権の行使及び第三者割当の方法による新
株式の発行（現物出資によるもの）であります。

 
 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の

目的となる株

式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
 当連結会計年度末

残高（千円）
 前連結会計

年度

当連結会計

年度増加

当連結会計

年度減少 

当連結会計

年度末

提出会社 平成20年新株予約権普通株式 － 984,400650,000334,400  1,150

 （注）　平成20年新株予約権の当連結会計年度増加は新株予約権の発行であり、同減少は新株予約権の行使によるもの
であります。 

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　　該当事項はありません。 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。
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当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

　普通株式    879,665   7,612,500 －        8,492,165

合計    879,665 7,612,500 －    8,492,165

自己株式     

普通株式    960 － －   960

合計    960 － －     960

 （注）　普通株式の増加7,612,500株は、第２回株式会社セイクレスト新株予約権及び第３回株式会社セイクレスト新
株予約権の行使並びに第三者割当の方法による新株式の発行（現物出資及び金銭出資）であります。

 
 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の

目的となる株

式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
 当連結会計年度末

残高（千円）
 前連結会計

年度

当連結会計

年度増加

当連結会計

年度減少 

当連結会計

年度末

提出会社

平成20年新株予約権

（注）１　
普通株式 334,000     －  334,000       －       －

平成21年新株予約権

（注）２　
普通株式 － 1,500,000　1,500,000　－　 －　

平成22年新株予約権

（注）３
普通株式 － 1,500,000　 －　 1,500,000　 3,000　

 （注）１　平成20年新株予約権の当連結会計年度増加は新株予約権の発行であり、同減少は新株予約権の行使及び行使
期限到来に伴う失権によるものであります。 

       ２  平成21年新株予約権の当連結会計年度増加は新株予約権の発行であり、減少は行使によるものであります。
３　平成22年新株予約権の当連結会計年度増加は新株予約権の発行であります。なお、当連結会計年度におきま
して、当該新株予約権の行使はありません。

　

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　　該当事項はありません。 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日）

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成22年３月31日）

現金及び預金勘定      46,257千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金       －

現金及び現金同等物    46,257千円

 

現金及び預金勘定      34,561千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金       －

現金及び現金同等物    34,561千円

 
２　　重要な非資金取引

　当連結会計年度において、現物出資の方法による新株

式の発行60,000千円を行っております。 　

２　　重要な非資金取引

　当連結会計年度において、現物出資の方法による新株

式の発行2,110,000千円を行っております。 　
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借主側）

 　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リー

ス取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっており、当該内容は次のとおりであります。

  

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借主側）

 　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リー

ス取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっており、当該内容は次のとおりであります。

  

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

工具器具及び備品 39,517 31,4278,089
ソフトウエア 8,900 3,058 5,841

合計 48,417 34,48613,931

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

工具器具及び備品 19,425 16,3533,072
ソフトウエア 8,900 4,838 4,061

合計 28,325 21,1917,134

(2）未経過リース料期末残高相当額

１年以内 7,311千円

１年超 7,252千円

合計       14,563千円

(2）未経過リース料期末残高相当額

１年以内 4,452千円

１年超 3,039千円

合計       7,491千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 9,961千円

減価償却費相当額  8,951千円

支払利息相当額 734千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 7,780千円

減価償却費相当額  6,952千円

支払利息相当額 414千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

・利息相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

・利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法

・利息相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

・利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

２　オペレーティング・リース取引（借主側）

未経過リース料

１年以内 4,695千円

１年超    3,108千円

合計 7,804千円

２　オペレーティング・リース取引（借主側）

未経過リース料

１年以内 2,976千円

１年超    645千円

合計 3,621千円

３　減損損失

リース資産に配分された減損損失はありません。 

３　減損損失

リース資産に配分された減損損失はありません。 
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（金融商品関係）

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

（1）金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主として販売用不動産取得及び短期的な運転資金に必要な資金を調達しております。これらの

資金調達は、銀行借入又は社債を主とする方針であります。

　

②金融商品の内容及びそのリスク

　当社グループの保有する営業債権である売掛金等は、顧客の信用リスクに晒されております。また、保有する投

資有価証券は、非上場株式及び投資事業有限責任組合等への出資金に準ずるものであり、時価変動のリスクに晒

されております。

　営業債務である未払費用等は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

　借入金、社債等は、主として運転資金の確保及び販売用不動産の取得を目的としたものであり、償還日は最長で、

３年９ヶ月後であります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されております。

　

③金融商品に係るリスク管理体制

（ア）信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規程に従い、各債権について、発生部門及び経営管理本部が主要な取引先のモニタリングを行

うとともに、取引相手ごとの期日及び滞留状況並びに残高について管理し、財務状等の悪化等により回収懸念の

早期把握や軽減を行っております。連結子会社においても同様であります。

　

（イ）市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

　借入金等に係る支払金利の変動リスクに係るヘッジは行っておりませんが、経営管理本部において、市場の金利

変動に係るモニタリングを行っており、金利変動リスクを管理しております。

　投資有価証券は、経営管理本部において定期的に発行企業等の財務状態に係る情報を入手及び把握を行うとと

もに、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　

（ウ）資金調達における流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　経営管理本部において、適時に資金繰計画を策定及び変更するとともに、適切な手許流動性の確保に努めており

ます。子会社においても同様であります。

　

④信用リスクの集中

　当連結会計年度の連結決算日現在の営業債権のうち、34.9％が特定の大口顧客に対するものであります。
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（2）金融商品の時価等に関する事項

　平成22年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

　
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

（1）現金及び預金 34,561　 34,561　 －　

（2）売掛金 44,088　 　44,088 　－

（3）会員権　 　9,832　 　

貸倒引当金（※） 　△4,282　 　

　 　5,550 　5,810 260　

（4）破産更生債権 　52,795　 　

貸倒引当金（※） 　△52,795　 　

　 － － －　

資産計 　84,200 　84,460 260　

（1）短期借入金　 　558,471 　558,471 －　

（2）社債 　110,000 　105,738 △4,261　

（3）長期借入金 　218,909 　206,039 △12,869　

負債計 　887,380 　870,249 △17,131　

（※）会員権及び破産更生債権に個別に計上されている貸倒引当金を控除しております。

　

（注）１ 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資産

　　（1）現金及び預金、（2）売掛金

　これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

　　（3）会員権

　市場価額を時価としております。

　　（4）破産更生債権

　当該債権につきましては、その全額に対して貸倒引当金を計上しておりますので、貸借対照表価額はあり

ません。時価は、回収可能価額及びキャッシュフローを見積もり算定しております。

　

負債

　　（1）短期借入金

　これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

　　（2）社債

　当社の発行する社債は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引い

た現在価値により算定しております。

　　（3）長期借入金

　元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によって算定

しております。
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２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 388　

投資事業有限責任組合への出資に類するもの 　13,525

　これらについては、市場価額がなく、かつ将来キャッシュフローを見積もるためのコストを鑑み、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものであるため、時価を記載しておりません。

　

区分 連結貸借対照表計上額（千円）　

短期貸付金 30,000　

貸倒引当金 △15,000

　 15,000

　当該短期貸付金は、貸付先の財務諸表を入手することが著しく困難であり、また、かつ将来のキャッシュフロー

を見積もるためのコストを鑑み、総合的に判断して時価を把握することが極めて困難と認められるものであるた

め、時価を記載しておりません。

　

３ 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　
１年内

（千円）　

１年超

５年内

（千円）　

５年超

10年内

（千円）　

10年超

（千円）　

現金及び預金　 　34,561 　－ 　－ －　

売掛金 　44,088 　－ －　 　－

（注）時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、記載しておりません。

　

４　長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

連結附属明細表「社債明細表」及び「借入金等明細表」に記載しております。　

　

（追加情報）

　当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しております。

　

　

　

（有価証券関係）

前連結会計年度末（平成21年３月31日現在）

１　時価評価されていない有価証券

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

(1）その他有価証券  

①　非上場株式 2,300

②　投資事業有限責任組合 16,497

合計 18,798

※　投資事業有限責任組合に分類しております有価証券につきましては、当該責任組合を脱退しておりますが、実質的

には組合員としての性質が強いため当該分類に記載しております。
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　２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

4,465 － 2,365

当連結会計年度末（平成22年３月31日現在）

１　時価評価されていない有価証券

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

(1）その他有価証券  

①　非上場株式      388

②　投資事業有限責任組合       13,525

合計       13,914

※　投資事業有限責任組合に分類しております有価証券につきましては、当該責任組合を脱退しておりますが、実質的

には組合員としての性質が強いため当該分類に記載しております。

　

　２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

     0 －      860
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（デリバティブ取引関係）

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(1）取引の内容及び取引の利用目的

　当社の利用しているデリバティブ取引は金利オプショ

ン取引（金利キャップ取引）及び金利スワップ取引であ

ります。

　当社のデリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市

場における利率上昇による変動リスクを回避する目的で

利用しております。

　また、変動金利の借入金の調達資金を固定金利の借入金

の資金調達に換えるため、金利スワップ取引を行ってお

り、原則として繰延ヘッジ処理によっております。但し、

金利スワップについては、特例処理を行っております。

――――――――――

①　ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）　　　　（ヘッジ対象）

金利スワップ　　　　　　借入金の利息

 

②　ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利ス

ワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契

約毎に行っております。

 

③　ヘッジの有効性評価の方法

　リスク管理方針に従って、以下の条件を満たす金利ス

ワップを締結しております。

Ⅰ　金利スワップの想定元本と長期借入金の元本が

一致している。

Ⅱ　金利スワップと長期借入金の契約期間及び満期

が一致している。

Ⅲ　長期借入金の変動金利のインデックスと金利ス

ワップで受払いされる変動金利のインデックス

が、TIBORで一致している。

Ⅳ　長期借入金と金利スワップの金利改定条件が一

致している。

Ⅴ　金利スワップの受払条件がスワップ期間を通し

て一定である。

　従って、金利スワップの特例処理の要件を満たし

ているので有効性の評価を省略しております。

 

(2）取引に対する取組方針

　当社のデリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリ

スク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方

針であります。

　

(3）取引に係るリスクの内容

　当社の利用しているデリバティブ取引は、市場金利の変

動によるリスクを有しております。

　

(4）取引に係るリスク管理体制

　　デリバティブ契約の新規締結の際には、代表取締役及び

経営管理本部長の承認を受けております。またデリバ

ティブ取引の状況については、逐次担当者より経営管理

本部長へ報告され、経営管理本部長より代表取締役に月

次決算資料と共に報告されることになっております。

　

EDINET提出書類

株式会社セイクレスト(E03999)

有価証券報告書

 58/110



２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

当連結会計年度末残高がないため、該当事項はありません。

なお、前連結会計年度において行っていた金利スワップ取引につきましては、当連結会計年度においてそ

の全てを解約しております。また、解約までの期間に係る金利スワップ取引につきましては、ヘッジ会計を適

用しておりますので注記の対象から除いております。

　

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

当連結会計年度末残高がないため、該当事項はありません。 

（退職給付関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

　親会社の退職給付制度は、退職一時金のみであり、企業

年金制度は採用しておりません。

１　採用している退職給付制度の概要

同左

２　退職給付債務に関する事項 ２　退職給付債務に関する事項

退職給付債務 45,838千円

退職給付引当金       45,838千円

退職給付債務 45,288千円

退職給付引当金       45,288千円

　親会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用し

ております。

　親会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用し

ております。

３　退職給付費用に関する事項 ３　退職給付費用に関する事項

勤務費用  7,834千円

退職給付費用     7,834千円

勤務費用  11,297千円

退職給付費用     11,297千円

　親会社は、退職給付費用の算定にあたり簡便法を採用し

ております。

　なお、上記退職給付費用以外に退職加算金1,388千円を

特別損失に「退職特別加算金」として計上しておりま

す。

　親会社は、退職給付費用の算定にあたり簡便法を採用し

ております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　親会社は、簡便法を採用しておりますので、基礎率等に

ついて記載しておりません。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

同左

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成21年３月31日現在）

当連結会計年度
（平成22年３月31日現在）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産） （繰延税金資産）

ゴルフ会員権評価損    3,501千円

貸倒引当金 21,090

退職給付引当金 18,627

減価償却費 8,834

たな卸資産評価損 44,701

減損損失 2,747

投資有価証券評価損 6,932

繰越欠損金 901,218

その他 559

小計 1,008,214

評価性引当額 △1,008,214

　繰延税金資産合計 －

ゴルフ会員権評価損    1,760千円

貸倒引当金 22,627

退職給付引当金 18,404

減価償却費 10,753

たな卸資産評価損 65,008

関係会社株式評価損 22,781

投資有価証券評価損 1,635

繰越欠損金 1,065,624

その他 1,565

小計 1,210,160

評価性引当額 △1,210,160

　繰延税金資産合計 －

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

税金等調整前当期純損失のため記載しておりません。 税金等調整前当期純損失のため記載しておりません。

（企業結合等関係）

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

（賃貸等不動産関係）

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載しておりません。　
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 
企画・販売
代理事業
（千円）

不動産流動
化事業
（千円）

企画不動産
販売事業
（千円）

人材派遣
事業
（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益         
売上高         
(1）外部顧客に対する売上高     482,6902,943,565    882,424    112,471    9,2654,430,416－ 4,430,416

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － 59,630 411 60,041(60,041)－

計     482,6902,943,565882,424172,101 9,6764,490,458(60,041) 4,430,416

営業費用     518,2122,497,605757,069179,26239,1923,991,342400,6104,391,953

営業利益又は営業損失

（△）
△35,522445,960125,354△7,161△29,515499,115(460,652)38,462

Ⅱ　資産、減価償却費、減損

損失及び資本的支出
                                

　　資産 106,765670,447 427 1,345 762 779,749151,176 930,926

減価償却費   2,245   1,554     89     189     1,877 5,957 3,960 9,918

減損損失 － － － － 6,760 6,760 － 6,760

資本的支出    7,464 597 298 1,005 603 9,96812,65522,624

　（注）１　事業区分の方法

事業はサービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各事業区分に属する主要な内容

(1）企画・販売代理事業…主に分譲マンションの企画・販売代理

(2）不動産流動化事業…主に不動産投資事業、アセットマネジメント事業及び不動産流動化に関するコンサル

ティング事業等

(3）企画不動産販売事業…主に分譲マンション及び分譲戸建住宅等の販売

(4）人材派遣事業…主に労働者派遣事業法に基づく労働者派遣事業等

(5）その他事業…主にインターネットを利用した不動産検索サイトの運営事業及び不動産広告事業等

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は、460,652千円であり、その主なものは親会

社の管理部門に係る費用であります。

 　　　 ４　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産は、151,802千円であり、その主なものは親会社での余資運用資

産、長期投資資金及び管理部門に係る資産等であります。

 ５　減損損失（6,760千円）は、その他事業におけるソフトウェアの収益性が著しく悪化したことに伴うものであ

ります。
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当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 
企画・販売
代理事業
（千円）

不動産流動
化事業
（千円）

企画不動産
販売事業
（千円）

環境関連
事業

（千円）　

人材派遣
事業
（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社

（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益    　      
売上高    　      
(1）外部顧客に対する

売上高

   279,962

　　
 58,148  － 2,119　 120,9201,469 462,620 －    462,620

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高

－ － － －　 　3,360　 － 3,360 (3,360) －

計   279,962　58,148　 － 2,119　 124,2801,469465,980(3,360) 462,620

営業費用  294,224122,246 － 43,101　136,1755,735　 601,482333,943935,425

営業利益又は営業損

失（△）
△14,261△64,097 － △40,981△11,895△4,266△135,502(337,303)△472,805

Ⅱ　資産、減価償却費、減損

損失及び資本的支出
            　                     

　　資産 58,787605,8142,000,00015,2558,157 67 2,688,083101,0672,789,150

減価償却費  4,278 1,782 － 252　 141 35 6,490 1,614 8,105

減損損失 － － － －　 －      －      － －      －

資本的支出         － － － － － － －       185 185

　（注）１　事業区分の方法

事業はサービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各事業区分に属する主要な内容

(1）企画・販売代理事業…主に分譲マンションの企画・販売代理

(2）不動産流動化事業…主に不動産投資事業、アセットマネジメント事業及び不動産流動化に関するコンサル

ティング事業等

(3）企画不動産販売事業…主に分譲マンション及び分譲戸建住宅並びに分譲土地等の販売

(4）環境関連事業…主にLED照明等の販売による環境関連事業　　

(5）人材派遣事業…主に労働者派遣事業法に基づく労働者派遣事業等

(6）その他事業…主にインターネットを利用した不動産検索サイトの運営事業及び不動産広告事業等

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は、328,738千円であり、その主なものは親会

社の管理部門に係る費用であります。

 　　　 ４　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産は、98,523千円であり、その主なものは親会社での余資運用資

産、長期投資資金及び管理部門に係る資産等であります。

 ５　企画不動産販売事業は、当該事業において販売していた当社保有物件の全てを前連結会計年度において販売

したため、当連結会計年度における売上高等は発生しておりません。なお、当連結会計年度において、現物出

資の方法により土地を取得いたしましたが、当連結会計年度においては販売を開始しておりません。　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項は

ありません。

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項は

ありません。

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　当連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　当連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

（追加情報）

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用

しております。

　この結果、従来の開示対象に加えて、当社役員と連結子会社との取引が開示対象に追加されております。 

 （1）連結財務諸表提出会社の親会社及び法人主要株主等

 属性
 会社等の名
称 

 住所 
資本金又
は出資金
(千円)

 事業の内
容又は職
業

  議決権の
所有（被所
有）割合
（％） 

 関連当事者との
関係

 取引の内容 
 取引金額
(千円)

 科目 
 期末残高 
(千円)

その他の

関係会社 

OVE第２号投

資事業組合 

東京都

中央区 
402,450投資業 

(被所有) 

直接 28.45

新株式及び新株

予約権の引受及

び当社株式の保

有

新株式の発行 60,000 － －

新株予約権の

引受
2,450 － －

 新株予約権の

行使
260,000 － －

(注)１　新株式の発行は、平成20年11月13日にOVE第２号投資事業組合に対して行った、第三者割当の方法による

新株式の発行によるものであります。なお、当該新株式の発行は、当社に対する貸付債権60,000千円を現物

出資する方法により行われております。

２　新株予約権の引受は、第１回株式会社セイクレスト新株予約権（発行価額　750千円）及び第２回株式会

社セイクレスト新株予約権（発行価額　1,700千円）の合計額であります。

３　新株予約権の行使は、第２回株式会社セイクレスト新株予約権の行使によるものであります。

  

（2）連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主

 属性 氏名  住所 
資本金又
は出資金
(千円) 

 事業の内
容又は職
業

 議決権の所
有（被所
有）割合
（％） 

 関連当事者との
関係

 取引の内容 
 取引金額
(千円) 

 科目 
 期末残高 
(千円)

 役員 青木　勝稔 － －
当社代表

取締役 

(被所有) 

 直接2.46
債務保証の引受 被債務保証 63,101 － － 

主要株主  斉須　繁雄 － －  歯科医
(被所有) 

 直接　3.98
当社社債の引受

当社社債の

引受
 32,000社債 32,000

利息の支払 1,536 － －

（注）１　上記被債務保証は、短期借入金22,500千円、長期借入金40,601千円に対するものであります。なお、保証

料等は支払っておりません。

２　斉須繁雄氏につきましては、平成21年２月20日から平成21年３月６日までの期間において当社の主要

株主でしたが、当連結会計年度末現在において当社の主要株主ではありません。なお、上記支払利息の計

上額は、斉須氏が主要株主であった期間を含む、上記社債の起債日（平成20年11月５日）から当連結会

計年度末までについて記載しております。

３　取引条件及び取引条件の決定方針

　　上記社債の利率は12％であります。当該利率については、金融市場からの資金調達が非常に困難な中に

おいて、取引時点における経済市況等を勘案の上、決定しております。
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当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

（1）連結財務諸表提出会社の親会社及び法人主要株主等

 属性
 会社等の名
称 

 住所 
資本金又
は出資金
(千円)

 事業の内
容又は職
業

  議決権の
所有（被所
有）割合
（％） 

 関連当事者との
関係

 取引の内容 
 取引金額
(千円)

 科目 
 期末残高 
(千円)

法人主要

株主

OVE第２号投

資事業組合 

東京都

中央区 
402,450投資業 

(被所有) 

　　－

新株予約権の行

使

 新株予約権の

行使
80,000 － －

（注）１　上記新株予約権の行使は、第２回株式会社セイクレスト新株予約権の行使であります。

　　　２　当該主要株主は、当連結会計年度末においては、主要株主ではなくなっておりますが、開示の継続性に鑑

み記載しております。

　

（2）連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主

 属性 氏名  住所 
資本金又
は出資金
(千円) 

 事業の内
容又は職
業

 議決権の所
有（被所
有）割合
（％） 

 関連当事者との
関係

 取引の内容 
 取引金額
(千円) 

 科目 
 期末残高 
(千円)

 役員  青木　勝稔 － － 
当社代表

取締役 

(被所有) 

 直接0.49
債務保証の引受 被債務保証 38,609 － ―

（注）　　上記被債務保証は、１年内返済予定の長期借入金8,356千円、長期借入金30,253千円に対するものであり

ます。なお、保証料等は支払っておりません。　
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額      △861円95銭

１株当たり当期純損失      5,256円90銭

１株当たり純資産額      198円24銭

１株当たり当期純損失     △266円23銭

 　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については

１株当たり当期純損失であり、記載しておりません。

 　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については

１株当たり当期純損失であり、記載しておりません。

 （注）　算定上の基礎

 

 　　　　１　１株当たり純資産額

 項目
前連結会計年度

（平成21年３月31日現在）
当連結会計年度

（平成22年３月31日現在）

 連結貸借対照表上の純資産の部の合計額（千円） △756,246 1,686,309

 普通株式に係る純資産額（千円） △757,396 1,683,309

 　差額の内訳

 　少数株主持分（千円）

 　新株予約権（千円）

－　 -　

1,150 3,000

普通株式の発行済株式数 （株） 879,665 8,492,165

普通株式の自己株式数 （株） 960 960

　１株当たり純資産額の算定に

用いられた普通株式の数 （株） 
878,705 8,491,205

　　　　２　１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失

項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 連結損益計算書上の当期純利益又は

 当期純損失（△）（千円）
△1,225,682 △607,693

 普通株主に帰属しない金額（千円） － -

 普通株式に係る当期純利益又は

 当期純損失（△）（千円）
△1,225,682 △607,693

 普通株式の期中平均株式数（株） 233,157 2,282,609

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

等基準損失の算定に含めなかった潜在株式の概要

 

 

 

 

 

第１回株式会社セイクレス

ト新株予約権証券

第２回株式会社セイクレス

ト新株予約権証券

　なお、当該新株予約権証券

の内容は「新株予約権等の

状況」に記載しております。

 

第４回株式会社セイクレス

ト新株予約権証券

　　　　　　　　　　　　　　

　

　なお、当該新株予約権証券

の内容は「新株予約権等の

状況」に記載しております。
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（第２回株式会社セイクレスト新株予約権の行使）

　平成21年４月６日及び平成21年４月７日に、第２回株式会

社セイクレスト新株予約権の一部行使が行われ、資本金及

び資本準備金が増加しております。当該一部行使により、当

該新株予約権は全て行使されております。

　平成21年４月６日に行使された当該予約権は３個であり、

これにより資本金及び資本準備金がそれぞれ15,075千円増

加しております。また、発行済株式総数は75,000株増加し、

954,665株となっております。 

　平成21年４月７日に行使された当該新株予約権は５個で

あり、これにより資本金及び資本準備金がそれぞれ25,125

千円増加しております。また、発行済株式総数は125,000株

増加し、1,079,665株となっております。　

　なお、当該新株予約権の概要は次のとおりであります。

 

第２回株式会社セイクレスト新株予約権 

 （平成20年10月24日　取締役会決議）

新株予約権の数（個）  34

新株予約権のうち

自己新株予約権の数（個）
－

新株予約権の目的となる

株式の種類

 普通株式

なお、当社は単元株制度を採用し

ておりません。 

新株予約権の目的となる

株式の数（株）
 850,000

新株予約権の行使時の払込金額 １株あたり　400円

新株予約権の行使期間 
平成20年11月13日から

平成21年６月12日まで 

新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額

発行価格　　400円

資本組入額　200円

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の一部行使はでき

ないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡については、当

社取締役会の承認を要するもの

とする。 

代用払込に関する事項 －

組織再編成行為に伴う

新株予約権の交付に関する事項
－

 

――――――――――
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（株式会社セイクレスト無担保普通社債の発行）

　当連結会計年度末（平成21年３月31日）以降、株式会社

フェニックスホールディングスに対して総額178,000千円

の社債を発行しております。当該社債の概要は次のとおり

であります。 なお、当該社債は無記名式社債であり、株式会

社フェニックスホールディングスは当社への払込を行った

社債権者であります。

 

（株式会社セイクレスト第４回無担保普通社債） 

発行取締役会決議日 平成21年４月６日

払込期日 平成21年４月７日

社債の種類及び数 10,000千円の１種(１個) 

発行価額の総額 10,000千円

利率 3.5％

償還方法及び償還期間

平成21年６月30日に発行価額の

総額を額面100円につき100円で

償還する

担保の内容 該当事項なし。

資金の使途 運転資金及び借入金の返済

その他重要な特約等の内容 本社債に付された特約等はない

 

（株式会社セイクレスト第５回無担保普通社債）

発行取締役会決議日 平成21年５月25日

払込期日 平成21年５月26日

社債の種類及び数 10,000千円の１種(６個) 

発行価額の総額 60,000千円

利率 3.5％

償還方法及び償還期間

平成21年６月30日に発行価額の

総額を額面100円につき100円で

償還する

担保の内容 該当事項なし。

資金の使途 運転資金及び借入金の返済

その他重要な特約等の内容 本社債に付された特約等はない

 

――――――――――
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（株式会社セイクレスト第６回無担保普通社債）

発行取締役会決議日 平成21年６月９日

払込期日 平成21年６月10日

社債の種類及び数 1,000千円の１種(８個) 

発行価額の総額 8,000千円

利率 3.5％

償還方法及び償還期間

平成21年６月30日に発行価額の

総額を額面100円につき100円で

償還する。

担保の内容 該当事項なし。

資金の使途 運転資金及び借入金の返済

その他重要な特約等の内容 本社債に付された特約等はない

 

（株式会社セイクレスト第７回無担保普通社債）

発行取締役会決議日 平成21年６月24日

払込期日 平成21年６月25日

社債の種類及び数 1,000千円の１種(５個) 

発行価額の総額 50,000千円

利率 3.5％

償還方法及び償還期間

平成21年７月31日に発行価額の

総額を額面100円につき100円で

償還する。

担保の内容 該当事項なし。

資金の使途 運転資金及び借入金の返済

その他重要な特約等の内容 本社債に付された特約等はない

 

――――――――――
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（株式会社セイクレスト第８回無担保普通社債）

発行取締役会決議日 平成21年６月24日

払込期日 平成21年６月25日

社債の種類及び数 1,000千円の１種(５個) 

発行価額の総額 50,000千円

利率 3.5％

償還方法及び償還期間

平成21年７月31日に発行価額の

総額を額面100円につき100円で

償還する。

担保の内容 該当事項なし。

資金の使途 運転資金及び借入金の返済

その他重要な特約等の内容 本社債に付された特約等はない

（注）１　上記社債のうち株式会社セイクレスト第４回無

担保社債及び株式会社セイクレスト第５回無担

保社債並びに株式会社セイクレスト第６回無担

保社債は、平成21年６月11日開催の取締役会に

おいて、平成21年７月17日を払込期日とする新

株式の発行（現物出資）に係る出資の目的とし

ております。

２  上記社債のうち株式会社セイクレスト第４回無

担保社債及び株式会社セイクレスト第５回無担

保社債並びに株式会社セイクレスト第６回無担

保社債は株式会社フェニックスホールディング

スに対して発行されたものでありますが、平成

21年６月10日付で、当該社債の全てが株式会社

ハンバーストーンへ債権譲渡されております。 

 

――――――――――
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（新株式及び新株予約権証券の発行の決議）

　平成21年６月11日開催の取締役会及び平成21年６月26日

開催の第19回定時株主総会において、第三者割当の方法に

よる新株式の発行（金銭出資及び現物出資）及び第３回株

式会社セイクレスト新株予約権証券の発行を決議いたしま

した。当該新株式及び新株予約権証券の概要は次のとおり

です。 

 

新株式の発行

（平成21年６月11日　取締役会決議

　　平成21年６月26日　株主総会決議）

募集の方法

第三者割当の方法により株式会

社ハンバーストーンに割り当て

る。 

発行新株式 普通株式

発行新株式数（株） 775,000

払込金額 １株につき　400円

新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額

発行価格　　400円

資本組入額　200円 

払込金額の総額（円） 310,000,000

出資の目的となる財産

①　当社に対する金銭債権　

110,000,000円

②　金銭　　　200,000,000円

申込期間 平成21年７月17日

払込期日 平成21年７月17日

　

――――――――――
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

第３回株式会社セイクレスト新株予約権

（平成21年６月11日　取締役会決議

　　平成21年６月26日　株主総会決議）

募集の方法

第三者割当の方法により株式会

社ハンバーストーンに割り当て

る 。

新株予約権の数（個） 60

新株予約権のうち自己新株予約権

の数（個）
－

新株予約権の目的となる株式の種

類
普通株式

新株予約権の発行価格 １個あたり50,000円

新株予約権の行使に際して出資さ

れる財産の価額の合計額を合算し

た金額

603,000,000円

申込期間 平成21年７月17日(金)

払込期日 平成21年７月17日(金)

新株予約権の目的となる株式の数

（株）
1,500,000

新株予約権の行使時の払込金額 １株あたり　400円

新株予約権の行使期間
平成21年７月17日から

平成23年３月31日まで

新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額

発行価格　　400円

資本組入額　200円

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の一部行使はでき

ないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡については、当

社取締役会の承認を要するもの

とする。 

代用払込に関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権

の交付に関する事項
－

  

――――――――――
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　当該新株式の発行及び新株予約権の行使に係る手取金及

び差引手取概算額の使途は次のとおりであります。

 

１　新株式の発行

新株式の発行による手取金の額

払込金額の総額(円)発行諸費用の概算額(円)差引手取概算額(円) 

 200,000,000 6,460,000193,540,000

(注)１　払込金額の総額は、現物出資の方法によるものであ

り手取金がないため110,000,000円を控除した金

額を記載しております。

２　発行諸費用の概算額には消費税等は含まれており

ません。なお、当該概算額は平成21年６月11日（取

締役会決議日）現在において、当社が見積もった

ものであり、今後の状況等により変動する可能性

があります。 

 

差引手取概算額の使途

①　販売用不動産の取得資金　　117,200千円

②　短期借入金の返済　　　　　 66,000千円

③　経費支払への充当資金　　　 10,340千円

 

２　第３回株式会社セイクレスト新株予約権

新株予約権の発行及び行使による手取金の額 

払込金額の総額(円)発行諸費用の概算額(円)差引手取概算額(円) 

 603,000,00016,530,000586,470,000

(注)　発行諸費用の概算額には消費税等は含まれておりま

せん。なお、当該概算額は平成21年６月11日（取締役

会決議日）現在において、当社が見積もったもので

あり、今後の状況等により変動する可能性がありま

す。 

  

差引手取概算額の使途

①　販売用不動産の取得資金　　546,470千円

②　金融機関保証による社債の償還への充当資金

40,000千円

――――――――――
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　当該新株式及び新株予約権の割当予定先の概要及び当社

との関係等の要約は次のとおりであります。なお、当該新株

式及び新株予約権の全てを当該割当予定先へ割り当てる予

定であります。

 

割当予定先の概要及び当社との関係等の要約

割当予定先の氏名又は名称 株式会社ハンバーストーン

割当予定先の

内容

本店所在地
東京都千代田区内幸町二丁目２番２号 

㈲ＵＡＰマネジメント内 

代表者の

氏名
取締役 平野 和俊

事業内容 不動産業

資本金の

総額
100,000円

当社との関係

取引関係 当社に対する金銭債権　110,000,000円 

人的関係 該当事項なし。 

資本関係 該当事項なし。

その他の

関係 

当社の業務提携先である株式会社ゼクス

からの紹介。 

　上記割当予定先の概要及び当社との関係等の要約は本有

価証券報告書提出日現在におけるものを記載しておりま

す。

――――――――――

　

EDINET提出書類

株式会社セイクレスト(E03999)

有価証券報告書

 73/110



前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

――――――――――

　

　平成22年５月28日開催の取締役会及び平成22年６月29日

開催の定時株主総会において、当社を存続会社とし、当社の

子会社である株式会社サプリメントサービスを消滅会社と

する吸収合併を行う旨の承認決議を行っております。 

　当該合併は、経営資源の有効活用及び経営管理体制の一元

化、事業の再構築と収益改善の徹底を目的として行うもの

であります。

　なお、当社は平成22年５月28日付で、株式会社サプリメン

トサービスの発行済株式の全てを取得し、完全子会社とし

ております。

　当該合併の概要は次のとおりであります。

合併後の名称 株式会社セイクレスト

合併比率、合併交付金の額、合併により

発行する株式の種類及び数、増加すべ

き資本金及び資本準備金の額

株式会社サプリメントサービ

スは当社の完全子会社である

ため、該当事項はありません。

合併により増加又は減少するその他利

益剰余金等の額

会社計算規則の定めに従い当

該金額を決定いたします。　

引き継ぐ予定の資産及び負債の額
資産　　　　12,287千円

負債　　　　80,583千円

（注）引き継ぐ予定の資産及び負債の額は平成22年３月31日現在の数

値を基礎に算出したものであり、当社の引き継ぐ予定の資産及び

負債の額の総額を記載しております。　

　

　当該吸収合併の相手方である株式会社サプリメントサー

ビスの概要は次のとおりであります。　

事業の主な内容 人材派遣業等　

直近期（平成22年３月期）の経営

成績（千円）

売上高　　　　 　133,354

営業損失　　　　△31,340

経常損失　　　　△32,645

当期純損失　　　△33,398

直近期末（平成22年３月31日）の

財政状態（千円）

総資産の額　　　  12,287　

負債の額          80,583　

純資産の額　    △68,296

従業員数 ２名

合併の予定時期 平成22年７月15日　

配当起算日 該当事項はありません。　

その他重要な契約 該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

年利
（％）

担保 償還期限

株式会社セイクレスト
第６回無担保

普通社債

 平成18年 

８月31日

(40,000)

100,000

－

－
0.96 なし

平成23年

８月25日

同上
第７回無担保

普通社債

平成18年

 ９月27日 

－

100,000

－

100,000
1.68 なし

平成23年

９月27日

同上
第８回無担保

普通社債

平成18年

 ９月27日 

(100,000)

100,000

－

－
1.34 なし

平成21年

 ９月27日 

同上
その他の社債

　

平成20年　

11月５日

(32,000)

32,000

－

－
12.00なし　

平成20年 

12月26日　

同上 その他の社債
平成22年

３月１日

－

－

(10,000)

10,000
3.50 なし

平成23年 

３月31日

合計 － －
(172,000)

332,000

(10,000)

110,000
－ － －

　（注）１　当期末残高欄の（　）内の金額は内数であり、連結貸借対照表の流動負債の「一年内償還予定社債」に計上し

ています。

　　　　２　第６回無担保普通社債につきましては、当連結会計年度において、その全額を繰上償還しております。

３　連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額は以下のとおりであります。

１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

10,000 100,000 － － －

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 421,621 558,471 3.596 －

一年以内に返済予定の長期借入金 68,204 79,306 2.164 －

一年以内に返済予定のリース債務 － － － －　

長期借入金（一年以内に返済予定のも

のを除く）
509,751 139,603 1.475平成22年～平成41年

リース債務（一年以内に返済予定のも

のを除く）　
－ － － －　

その他有利子負債 － － － －

合計 999,576 777,380 3.069 －

　（注）１　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金（一年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総

額は以下のとおりであります。

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

49,076 44,076 35,026 3,789
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（２）【その他】

　当連結会計年度における四半期情報

 
第１四半期

自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

 第２四半期
自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日

第３四半期
自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日

第４四半期
自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日

売上高（千円） 120,896　 138,214　 111,461　 92,048　

税金等調整前四半期

純損失（△）（千

円）

△119,304　 △137,470　 △132,903　 △213,602　

四半期純損失（△）

（千円）
△119,541　 △139,225　 △134,328　 △214,598　

１株当たり四半期純

損失金額（△）

（円）

△112.10　 △75.39　 △50.04　 △60.55　
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 29,696 32,004

売掛金 76,653 36,271

販売用不動産 ※1
 581,018

※1
 2,524,000

商品 － 325

貯蔵品 158 138

前払費用 2,883 5,378

短期貸付金 － ※2
 63,850

仮払金 34,023 1,661

その他 9,520 18,671

貸倒引当金 △3,139 △59,267

流動資産合計 730,814 2,623,033

固定資産

有形固定資産

建物 ※1
 73,927

※1
 73,927

減価償却累計額 △6,696 △8,715

建物（純額） 67,230 65,211

工具、器具及び備品 14,138 14,324

減価償却累計額 △7,798 △9,510

工具、器具及び備品（純額） 6,340 4,813

土地 ※1
 17,607

※1
 17,607

有形固定資産合計 91,178 87,632

無形固定資産

ソフトウエア 14,301 8,654

電話加入権 810 810

無形固定資産合計 15,111 9,464

投資その他の資産

投資有価証券 18,798 13,914

関係会社株式 0 0

破産更生債権等 53,612 52,749

長期前払費用 3,246 7,340

差入保証金 21,499 21,873

保険積立金 3,476 2,310

会員権 9,832 9,832

その他 6,291 6,051

貸倒引当金 △57,894 △57,031

投資その他の資産合計 58,862 57,039

固定資産合計 165,153 154,136

繰延資産

社債発行費 4,854 512

繰延資産合計 4,854 512

資産合計 900,822 2,777,682
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 ※1
 421,621

※1
 558,471

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 60,800

※1
 70,950

1年内償還予定の社債 172,000 10,000

未払金 ※1
 104,706 37,781

未払費用 8,031 1,015

未払消費税等 38,670 －

未払法人税等 1,693 11,069

前受金 11,273 4,062

預り金 18,072 7,366

1年内返還予定の預り保証金 105,500 99,500

その他 3,067 497

流動負債合計 945,436 800,714

固定負債

社債 160,000 100,000

長期借入金 ※1
 469,150

※1
 109,350

退職給付引当金 45,838 45,288

その他 450 450

固定負債合計 675,438 255,088

負債合計 1,620,874 1,055,802

純資産の部

株主資本

資本金 559,810 2,084,010

資本剰余金

資本準備金 273,490 1,797,690

資本剰余金合計 273,490 1,797,690

利益剰余金

利益準備金 8,000 8,000

その他利益剰余金

別途積立金 50,000 50,000

繰越利益剰余金 △1,576,516 △2,184,833

利益剰余金合計 △1,518,516 △2,126,833

自己株式 △35,986 △35,986

株主資本合計 △721,202 1,718,880

新株予約権 1,150 3,000

純資産合計 △720,052 1,721,880

負債純資産合計 900,822 2,777,682
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高

受取手数料 483,563 279,781

商品売上高 － 2,000

不動産流動化事業収入 ※1
 2,944,135

※1
 58,148

不動産売上高 879,124 －

売上高合計 4,306,823 339,931

売上原価

販売手数料 3,352 18,874

商品売上原価 － 924

不動産流動化事業原価 ※2
 2,418,595

※2
 70,782

不動産売上原価 689,212 －

売上原価合計 3,111,159 90,581

売上総利益 1,195,663 249,349

販売費及び一般管理費 ※3
 1,111,358

※3
 690,828

営業利益又は営業損失（△） 84,304 △441,478

営業外収益

受取利息 192 ※4
 1,212

保険解約返戻金 910 842

保険事務手数料 101 63

法人税等還付加算金 1,345 36

雑収入 266 1,563

営業外収益合計 2,815 3,719

営業外費用

支払利息 80,327 33,684

社債利息 6,350 9,094

投資有価証券売却損 2,365 860

社債発行費償却 2,369 4,341

支払手数料 26,740 58,178

雑損失 3,725 2,957

営業外費用合計 121,878 109,116

経常損失（△） △34,758 △546,875

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 3,384

賞与引当金戻入額 22,156 －

償却債権取立益 2,236 －

受取和解金 75,000 －

新株予約権戻入益 － 750

その他 5,200 －

特別利益合計 104,592 4,134
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

特別損失

固定資産除却損 ※5
 6,452

※5
 1,592

関係会社株式評価損 17,920 －

貸倒引当金繰入額 － 53,650

たな卸資産評価損 1,206,000 －

投資有価証券評価損 17,059 4,023

退職特別加算金 ※6
 1,388 －

事務所移転費用 ※7
 7,545

※7
 2,100

その他 3,934 －

特別損失合計 1,260,300 61,366

税引前当期純損失（△） △1,190,465 △604,107

法人税、住民税及び事業税 621 4,209

法人税等合計 621 4,209

当期純損失（△） △1,191,087 △608,316
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【不動産流動化事業原価明細書】

  
第19期

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第20期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　不動産仕入高  21,06248.7 － －
Ⅱ　業務委託費  6,286 14.6 4,792 34.8
Ⅲ　その他  15,88336.7 8,971 65.2

合計  43,232100.0 13,763100.0
期首販売用不動産  4,162,381    581,018    

合計  4,205,614    594,782    
期末販売用不動産  581,018    573,969    
他勘定振替高  1,206,000    －     
たな卸資産評価損 　 －     49,969    
不動産流動化事業原価  2,418,595    70,782    

【不動産売上原価明細書】

  
第19期

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第20期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　不動産仕入高  16,230100.0 2,000,000100.0
合計  16,230100.0 2,000,000100.0

期首販売用不動産  672,981    －     
合計  689,212    2,000,000    

期末販売用不動産  －     2,000,000    
不動産売上原価  689,212    －     

（注）　第20期における不動産仕入高は、平成22年３月25日を払込期日とする新株式の発行に係る現物出資により取得し

たものであります。

【商品売上原価】

  
第19期

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第20期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　商品仕入高  － － 1,584100.0
合計  － － 1,584100.0

期首商品たな卸高  － 　 － 　
合計  － 　 1,584 　

期末商品たな卸高  － 　 325 　
他勘定振替高  － 　 335 　
商品売上原価  － 　 924 　

（注）１　商品売上原価は環境関連事業の商品販売に係る原価であり、当該事業は当事業年度より開始しております。

２　他勘定振替高は、サンプルとして使用した商品であります。　　

EDINET提出書類

株式会社セイクレスト(E03999)

有価証券報告書

 81/110



③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 399,160 559,810

当期変動額

新株の発行 30,000 1,182,500

新株の発行（新株予約権の行使） 130,650 341,700

当期変動額合計 160,650 1,524,200

当期末残高 559,810 2,084,010

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 112,840 273,490

当期変動額

新株の発行 30,000 1,182,500

新株の発行（新株予約権の行使） 130,650 341,700

当期変動額合計 160,650 1,524,200

当期末残高 273,490 1,797,690

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 8,000 8,000

当期末残高 8,000 8,000

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 50,000 50,000

当期末残高 50,000 50,000

繰越利益剰余金

前期末残高 △385,428 △1,576,516

当期変動額

当期純損失（△） △1,191,087 △608,316

当期変動額合計 △1,191,087 △608,316

当期末残高 △1,576,516 △2,184,833

利益剰余金合計

前期末残高 △327,428 △1,518,516

当期変動額

当期純損失（△） △1,191,087 △608,316

当期変動額合計 △1,191,087 △608,316

当期末残高 △1,518,516 △2,126,833

自己株式

前期末残高 △35,986 △35,986

当期末残高 △35,986 △35,986
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本合計

前期末残高 148,585 △721,202

当期変動額

新株の発行 60,000 2,365,000

新株の発行（新株予約権の行使） 261,300 683,400

当期純損失（△） △1,191,087 △608,316

当期変動額合計 △869,787 2,440,084

当期末残高 △721,202 1,718,880

新株予約権

前期末残高 － 1,150

当期変動額

新株予約権の発行 2,450 6,000

新株の発行（新株予約権の行使） △1,300 △3,400

新株予約権の失効 － △750

当期変動額合計 1,150 1,850

当期末残高 1,150 3,000

純資産合計

前期末残高 148,585 △720,052

当期変動額

新株の発行 60,000 2,365,000

新株の発行（新株予約権の行使） 260,000 680,000

当期純損失（△） △1,191,087 △608,316

新株予約権の発行 2,450 6,000

新株予約権の失効 － △750

当期変動額合計 △868,637 2,441,934

当期末残高 △720,052 1,721,880
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

第19期
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

第20期
（自　平成21年４月１日
　　至　平成22年３月31日）

　当社は、当事業年度におきまして、厳しい事業環境が続い

た結果、営業利益84,304千円を計上したものの、当期純損失

1,191,087千円を計上し、当事業年度末における純資産は

720,052千円の債務超過状況となっております。

　また、当事業年度末におきましては、運転資金として使用

する目的で発行した社債72,500千円については延滞が発生

している状況となっております。平成21年６月26日時点に

おきましては、社債20,000千円が遅滞状態となっており、支

払いの遅延の状況を完全に解消するに至っておりません。

当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ

るような状況が存在しています。

　当社は、当該状況を解消すべく、主幹事業であります企画

・販売代理事業におきましては、機動的な施策をもって着

実に収益を積み上げ一定の利益を創出できる事業モデルを

再構築することを最重要課題として取り組んでまいる所存

であります。また、資金調達につきましては、平成21年７月

17日付で第三者割当増資による新株式310,000千円の発行

(うち、110,000千円は当社に対する金銭債権の出資による

払込の方法によるものであるため、資金の調達はなし。）並

びに行使総額600,000千円の第３回株式会社セイクレスト

新株予約権の行使により段階的に資金調達を行うことを予

定しており、当該資金調達により有利子負債を直接的に圧

縮し、早期に財務体質の改善を図るとともに、キャッシュフ

ロー面においても、事業計画上の推進事業の伸展が図れる

と考えております。

　しかし、これらの対応策に関して、営業施策面においては

不動産市況の影響、また資金調達面においては株式市場並

びに当社株価等の状況に影響されるため、現時点では継続

企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継

続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を財務諸表に

反映しておりません。

当社は、当事業年度におきまして、厳しい事業環境が続い

た結果、営業活動によるキャッシュ・フローは大幅なマイ

ナスとなりました。また、営業損失441,478千円、経常損失

546,875千円、当期純損失608,316千円となり、３期連続の当

期純損失を計上いたしました。当該状況により、継続企業の

前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在していま

す。

財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消すべく、

主幹事業であります企画・販売代理事業におきましては、

労働生産性の向上に向けた施策をもって現在の市場環境と

事業規模に合った体制作りを行うことを最重要課題として

取り組んでまいる所存であります。また、企画不動産販売事

業におきましては、当社が平成22年３月25日に現物出資に

より取得したリゾート土地の販売及び買取再販マンション

の取得・販売を推進してまいります。

資金調達につきましては、平成22年３月25日に発行いた

しました第４回株式会社セイクレスト新株予約権の行使に

より段階的に資金調達を行うことを予定しており、当該資

金調達により、企画不動産販売事業における買取再販マン

ションの取得・販売を予定しております。当該事業を推進

し事業利益を確保することとともに、キャッシュフロー面

においても事業の推進が図れると考えております。

しかし、これらの対応策に関して、営業施策面においては

不動産市況の影響、また資金調達面においては株式市場並

びに当社株価等の状況に影響されるため、現時点では継続

企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

なお、財務諸表は継続企業を前提として作成しており、上

記のような重要な不確実性の影響を財務諸表には反映して

おりません。
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【重要な会計方針】

項目
第19期

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第20期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び評

価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法によっており

ます。

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2）その他有価証券 (2）その他有価証券

 時価のないもの

　移動平均法による原価法によってお

ります。

なお、投資事業有限責任組合に類する

組合への出資等については、組合契約

に規定されている決算報告書又は当

該決算書に準ずる報告書等の入手可

能な情報を基礎とし、持分相当額を簿

価とする方法によっております。

時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及び

評価方法

販売用不動産

　個別法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切り

下げの方法）によっております。 

　なお、一部の販売用不動産については、固

定資産の減価償却の方法と同様の方法に

より、減価償却を行っております。

販売用不動産

同左

３　固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降取得し

た建物（建物附属設備は除く）につい

ては、定額法によっております。

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

同左 

 (2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウエアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

同左

 (3)リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。 

(3)リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。 

　なお、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引のうち、リース取引開始日が平成

20年３月31日以前のリース取引並びに少

額リース資産及び短期のリース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。
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項目
第19期

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第20期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

４　繰延資産の処理方法 社債発行費

　社債の償還までの期間にわたり、定額法

により償却しております。なお、平成18年

３月31日までに発生した社債発行費につ

きましては、３年間で毎期均等額を償却し

ております。

社債発行費

同左

５　引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　期末債権の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、期

末に在籍している従業員に係る支給見

込額を計上しております。

――――――――――

 (3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、「退

職給付会計に関する実務指針」（会計

制度委員会報告第13号）に定める簡便

法に基づき会社規程による期末自己都

合要支給額を計上しております。

(3）退職給付引当金

同左

６　ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の

要件を満たしておりますので、特例処理

を採用しております。

――――――――――

　

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息

　

 (3）ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する目

的で金利スワップ取引を行っており、

ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っ

ております。

　

 (4）ヘッジの有効性評価の方法

　リスク管理方針に従って、以下の条件

を満たす金利スワップを締結しており

ます。

　

 Ⅰ　金利スワップの想定元本と長期借入

金の元本額が一致している。

 

 Ⅱ　金利スワップと長期借入金の契約期

間及び満期が一致している。

 

 Ⅲ　長期借入金の変動金利のインデック

スと金利スワップで受払いされる変

動金利のインデックスがTIBORで一致

している。

 

 Ⅳ　長期借入金と金利スワップの金利改

定条件が一致している。
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項目
第19期

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第20期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 Ⅴ　金利スワップの受払条件がスワップ

期間を通して一定である。

　従って、金利スワップの特例処理の

要件を満たしているので有効性の評

価を省略しております。

 

７　その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の処理方法

　消費税等の会計処理は税抜方式によって

おります。

消費税等の処理方法

同左

【会計処理の変更】

第19期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第20期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（会計方針の変更）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基

準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部

会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号

（平成６年１月18日（公認会計士協会　会計制度委員会）、

平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係

る会計処理によっております。また、所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法につ

いては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。また、平成20年３月31日までに取

引が開始している所有権移転外ファイナンス・リース取引

に関しては、従来通り賃貸借処理によっております。

　なお、当事業年度において、新たな所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引は行っておりませんので、営業利益、経常

損失及び税引前当期純損失には影響ありません。

（棚卸資産評価に関する会計基準の適用） 

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、

個別法による原価法によっておりましたが、当事業年度よ

り「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第

９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、個別法

による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

　これにより、営業利益が1,096,000千円増加し、経常損失も

同額減少しております。また、税引前当期純損失は110,000

千円増加しております。 

――――――――――
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【表示方法の変更】

第19期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第20期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 （貸借対照表）

　　前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示して

おりました「仮払金」は、当事業年度において、重要性が

高まったため、当事業年度より区分掲記する方法に変更し

ております。なお、前事業年度の「仮払金」は7,955千円で

あります。

――――――――――

【追加情報】

第19期
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

第20期
（自　平成21年４月１日
　　至　平成22年３月31日）

―――――――――― 

　

　

　

　

　

　

　

　　

　

　平成22年２月18日開催の取締役会及び平成22年３月８日開

催の臨時株主総会におきまして、平成22年３月25日を払込期

日とする新株式の発行（不動産の現物出資及び金銭出資）

及び第４回株式会社セイクレスト新株予約権の発行を決議

し、平成22年３月25日付で当該新株式の発行に係る不動産の

現物出資2,000,000千円及び金銭出資120,000千円並びに当

該新株予約権に係る3,000千円の払込がなされました。

　これにより、たな卸資産が2,000,000千円、資本金及び資本

準備金がそれぞれ1,060,000千円増加しております。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

第19期
（平成21年３月31日現在）

第20期
（平成22年３月31日現在）

※１　担保資産

　担保として抵当に供している資産及び対応する債務

は以下のとおりであります。

※１　担保資産

　担保として抵当に供している資産及び対応する債務

は以下のとおりであります。

 ①　担保として抵当に供している資産

販売用不動産      581,018千円

固定資産 80,982千円

合計 662,001千円

 ①　担保として抵当に供している資産

販売用不動産      999,901千円

固定資産 79,607千円

合計 1,079,509千円

②　対応する債務 ②　対応する債務

短期借入金 399,157千円

一年内返済予定長期借入金 60,800千円

長期借入金 469,150千円

未払金 20,000千円

合計          949,107千円

　

――――――――――

　

　

　

　　

短期借入金 558,471千円

一年内返済予定長期借入金 70,950千円

長期借入金 109,350千円

合計          738,771千円

　

　

※２　関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもの

のほか、次のものがあります。

短期貸付金　　　33,850千円

　　

（損益計算書関係）

第19期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第20期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１　不動産流動化事業収入は不動産投資事業、アセットマ

ネジメント事業及び不動産流動化に関するコンサル

ティング事業等における収入であります。

※１　　　　　　　　　　同左

※２　売上原価

　　　不動産流動化事業において、収益性の低下に伴う簿価切

り下げによるたな卸資産評価損3,392千円が売上原価

に含まれております。

※２　売上原価

　　　不動産流動化事業において、収益性の低下に伴う簿価切

り下げによるたな卸資産評価損49,969千円が売上原価

に含まれております。

※３　販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりであ

ります。

※３　販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりであ

ります。

役員報酬      111,270千円

給料手当    367,811千円

法定福利費 65,363千円

退職給付費用       7,834千円

派遣労務費 59,913千円

賃借料        56,221千円

支払手数料    126,263千円

減価償却費 6,438千円

貸倒引当金繰入額 3,699千円

役員報酬      107,840千円

給料手当    244,959千円

法定福利費 39,076千円

退職給付費用       11,297千円

派遣労務費 3,360千円

賃借料        22,077千円

支払手数料    64,692千円

減価償却費 6,410千円

貸倒引当金繰入額 5,000千円

おおよその割合 おおよその割合

販売費 40.7％

一般管理費 59.3％

販売費 52.48％

一般管理費 47.58％
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第19期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第20期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※４　　　　　　――――――――――

　

　

　

※５　固定資産除却損の内容は、工具、器具及び備品6,452千

円であります。

※４　関係会社との取引に係る次のものが含まれ手下りま

す。

　　　受取利息　　　542千円

　

※５　固定資産除却損の内容は、ソフトウエア1,592千円で

あります。

※６　退職特別加算金は、平成20年４月８日に確定した希望

退職に対する支出のうち、当事業年度に係る支出及び

前事業年度における見積もり計上額の不足分でありま

す。

※６　　　　　　――――――――――

※７　事務所移転費用は、本社及び東京支店の移転に伴う作

業代等であります。

※７　事務所移転費用は、コスト削減を目的とした本社事務

所縮小に伴う作業代等であります。

（株主資本等変動計算書関係）

第19期（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式 960 － － 960

合計 960 － － 960

第20期（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式 960 － － 960

合計 960 － － 960
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（リース取引関係）

第19期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第20期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借主側）

 所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっており、当該内容は次のとおりであり

ます。 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借主側）

 所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっており、当該内容は次のとおりであり

ます。 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却累計
額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

工具器具及び
備品

39,517 31,427 8,089

ソフトウエア 8,900 3,058 5,841
合計 48,417 34,48613,931

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却累計
額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

工具器具及び
備品

19,425 16,353 3,072

ソフトウエア 8,900 4,838 4,061
合計 28,325 21,191 7,134

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年以内 7,311千円

１年超 7,252千円

合計 14,563千円

１年以内 4,452千円

１年超 3,039千円

合計 7,491千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 9,961千円

減価償却費相当額 8,951千円

支払利息相当額 734千円

支払リース料 7,780千円

減価償却費相当額 6,952千円

支払利息相当額 414千円

(4）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

・利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(4）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

・利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

２　オペレーティング・リース取引（借主側）

未経過リース料

２　オペレーティング・リース取引（借主側）

未経過リース料

１年以内 4,695千円

１年超 3,108千円

合計 7,804千円

１年以内 2,976千円

１年超 645千円

合計 3,621千円

３　減損損失

リース資産に配分された減損損失はありません。 

３　減損損失

リース資産に配分された減損損失はありません。 

（有価証券関係）

前事業年度（平成21年３月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（平成22年３月31日現在）

　子会社株式（貸借対照表計上額　0千円）は市場価額がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

第19期
（平成21年３月31日現在）

第20期
（平成22年３月31日現在）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産） （繰延税金資産）

ゴルフ会員権評価損     3,501千円

貸倒引当金  21,052

退職給付引当金 18,627

減価償却費 8,783

販売用不動産評価損 44,701

関係会社株式評価損 15,848

投資有価証券評価損 6,932

繰越欠損金  879,567

その他  455

小計  999,471

評価性引当額  △999,471

　繰延税金資産合計  －

ゴルフ会員権評価損    1,760千円

貸倒引当金 22,617

退職給付引当金 18,404

減価償却費 10,753

たな卸資産評価損 65,008

関係会社株式評価損 22,781

投資有価証券評価損 1,635

繰越欠損金 1,032,165

その他 1,565

小計 1,176,692

評価性引当額 △1,176,692

　繰延税金資産合計 －

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

税引前当期純損失のため記載しておりません。 税引前当期純損失のため記載しておりません。

（企業結合等関係）

前事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）　

該当事項はありません。　

当事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）　

該当事項はありません。　
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（１株当たり情報）

第19期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第20期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 △820円76銭

１株当たり当期純損失 5,108円52銭

１株当たり純資産額 202円43銭

１株当たり当期純損失 266円50銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

１株当たり当期純損失であり、かつ、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

１株当たり当期純損失であり、かつ、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

 　（注）　算定上の基礎

 

 　　　　　１　１株当たり純資産額

項目
第19期

（平成21年３月31日現在）
第20期

（平成22年３月31日現在）

貸借対照表上の純資産の部の合計額（千円） △720,052 1,721,880

普通株式に係る純資産額（千円） △721,202 1,718,880

差額の内訳

新株予約権（千円）

　

1,150

　

3,000　

普通株式の発行済株式数（株） 879,665 8,492,165

普通株式の自己株式数（株） 960 960

１株当たり純資産額の算定に

用いられた普通株式の数（株）
878,705 8,491,205

 

　　　　　２　１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失

 項目
第19期

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第20期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 損益計算書上の 当期純損失（△）（千円） △1,191,087 △608,316

 普通株主に帰属しない金額（千円） － －

 普通株式に係る 当期純損失（△）（千円） △1,191,087 △608,316

普通株式の期中平均株式数（株） 233,157 2,282,609

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

等基準損失の算定に含めなかった潜在株式の概要

 

 

 

 

 

第１回株式会社セイクレス

ト新株予約権証券

第２回株式会社セイクレス

ト新株予約権証券

　なお、当該新株予約権証券

の内容は「新株予約権等の

状況」に記載しております。

 

第４回株式会社セイクレス

ト新株予約権証券

　　　　　　　　　　　　　　

　

　なお、当該新株予約権証券

の内容は「新株予約権等の

状況」に記載しております。
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（重要な後発事象）

第19期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第20期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（第２回株式会社セイクレスト新株予約権の行使）

　平成21年４月６日及び平成21年４月７日に、第２回株式会

社セイクレスト新株予約権の一部行使が行われ、資本金及

び資本準備金が増加しております。当該一部行使により、当

該新株予約権は全て行使されたこととなります。

　平成21年４月６日に行使された当該予約権は３個であり、

これにより資本金及び資本準備金がそれぞれ15,075千円増

加しております。また、発行済株式総数は75,000株増加し、

954,665株となっております。 

　平成21年４月７日に行使された当該新株予約権は５個で

あり、これにより資本金及び資本準備金がそれぞれ25,125

千円増加しております。また、発行済株式総数は125,000株

増加し、1,079,665株となっております。　

　なお、当該新株予約権の概要につきましては、連結財務諸

表における「重要な後発事象」に記載のとおりです。 

 

（株式会社セイクレスト無担保普通社債の発行）

　当連結会計年度末（平成21年３月31日）以降、株式会社

フェニックスホールディングスに対して総額178,000千円

社債を発行しております。当該社債の概要につきましては、

連結財務諸表における「重要な後発事象」に記載のとおり

です。

　

（新株式及び新株予約権証券の発行）

　平成21年６月11日開催の取締役会及び平成21年６月26日

開催の第19回定時株主総会において、第三者割当の方法に

よる新株式の発行及び第３回株式会社セイクレスト新株予

約権証券の発行を決議いたしました。当該新株式及び新株

予約権証券の概要につきましては連結財務諸表における

「重要な後発事象」に記載のとおりです。なお、当該新株式

の発行は、現物出資の方法によります。

　

――――――――

――――――――

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

――――――――

　

　

　

　

　

　

――――――――

　

　

　

　

　

　

　

　

（子会社との合併契約の締結）

　平成22年５月28日開催の取締役会及び平成22年６月29日

開催の定時株主総会において、当社を存続会社とし、当社の

子会社である株式会社サプリメントサービスを消滅会社と

する吸収合併を行う旨の承認決議を行っております。

　当該合併の概要につきましては、連結財務諸表における

「重要な後発事象」に記載のとおりです。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　有価証券の金額が資産総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規程により記載を省略して

おります。

 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類 前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高
（千円）

有形固定資産        

建物 73,927 － － 73,927 8,715 2,019 65,211
工具、器具及び備品 14,138 185 － 14,324 9,510 1,712 4,813
土地 17,607 － － 17,607 － － 17,607

     有形固定資産計 105,673 185 － 105,85918,226 3,731 87,632

 無形固定資産                             
　 ソフトウエア 23,973 － 5,030 18,94310,288 4,054 8,654
　 電話加入権 810 － － 810 － － 810

      無形固定資産計 24,783 － 5,030 19,75310,288 4,054 9,464

長期前払費用 3,802 10,876 5,382 9,295 1,955 2,142 7,340

繰延資産        

社債発行費 13,876 － 12,067 1,809 1,296 4,341 512

繰延資産計 13,876 － 12,067 1,809 1,296 4,341 512

（注）　１　当期増加額の主な内容は次のとおりであります。

　　　　　　  工具、器具及び備品　　備品の取得に係るもの185千円であります。

　　　　　　　長期前払費用　　　　　償却保証金の差入に係るもの10,000千円等であります。

　　　　２　ソフトウエアの減少5,030千円は除却によるものであります。

　　　　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 61,033 58,717 － 3,451 116,298

（注）　１　貸倒引当金の「当期減少額（目的使用）」は、債権の取立てに伴う取崩によるものであります。

　　　　２　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、戻入によるものであります。 
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 528

預金     

当座預金 6,508

普通預金 24,967

定期預金 －

小計 31,476

合計 32,004

②　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

MID都市開発株式会社 15,398

日本住宅流通株式会社 5,941

三洋ホームズ株式会社 2,835

株式会社今井建設 2,270

阪急不動産株式会社 1,925

その他 7,900

合計 36,271

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）
 
(A)

当期発生高
（千円）
 
(B)

当期回収高
（千円）
 
(C)

次期繰越高
（千円）
 
(D)

回収率（％）

(C)
×100

(A)＋(B)

滞留期間（日）

 (A)＋(D) 

 2  

 (B) 

 365 

76,653 310,176 350,559 36,271 90.6 66.4

　（注）　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

③　販売用不動産

区分 金額（千円）

販売用土地 2,285,507

販売用建物 238,492

合計 2,524,000
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(イ）販売用土地

地域別 面積（㎡） 金額（千円）

関西地区 84,582.75 2,285,507

合計 84,582.75 2,285,507

(ロ）販売用建物

地域別 金額（千円）

関西地区 238,492

合計 238,492

④　商品

地域別 金額（千円）

物販商品 325

合計 325

　

⑤　貯蔵品

区分 金額（千円）

印紙 38

切手 76

その他 24

合計 138

⑥　短期借入金

区分 金額（千円）

オリックス株式会社 179,970

株式会社みずほ銀行 378,501

合計 558,471
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⑦　社債

区分 金額（千円）

第７回無担保普通社債 100,000

その他の社債 10,000

合計 110,000

　（注）１　発行年月、利率等については、「第５経理の状況　１　連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　⑤　連結附属明細表」

の「社債明細表」に記載しております。

２　上記記載金額は、一年内償還予定社債（当期末残高10,000千円）を含めて記載しております。

⑧　長期借入金

区分 金額（千円）

株式会社三菱東京UFJ銀行 145,300

株式会社VTキャピタル 35,000

合計 180,300

 （注）　上記金額は、一年内返済予定長期借入金（当期末残高70,950千円）を含めて記載しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 －

端株の買取り  

取扱場所

（特別口座） 

大阪市北区堂島浜一丁目１番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座） 

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告より行う。ただし、やむを得ない事由により、電子公告によることが

できない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。

公告掲載URL 

 　  （http：//www.sei-crest.co.jp/publicnotice.html）

株主に対する特典 なし
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　平成22年３月25日付で合同会社カナヤマが当社の親会社等に該当いたしましたが、平成22年３月31日現在において

は、保有割合の低下により親会社等ではなくなっております。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書

及びその添付書類　

事業年度　

（第19期）　

自　平成20年４月１日　

至　平成21年３月31日　
　
平成21年６月26日　

近畿財務局長に提出　

      

(2)　四半期報告書及びその確認書
（第20期

第１四半期）
自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日　
　
平成21年８月12日　

近畿財務局長に提出　

　 　
（第20期

第２四半期）
自　平成21年７月１日　

至　平成21年９月30日　
　
平成21年11月10日　

近畿財務局長に提出　

　 　
（第20期

第３四半期）　
自　平成21年10月１日

至　平成21年12月31日　
　
平成21年２月５日　

近畿財務局長に提出　

      

(3)　
四半期報告書の訂正報告書

及びその確認書

平成21年２月13日付提出の四半期報告書（第

19期第３四半期）に係る訂正報告書及び確認

書

　
平成21年４月２日　

近畿財務局長に提出　

　 　

平成21年８月12日付提出の四半期報告書（第

20期第１四半期）に係る訂正報告書及び確認

書
　
平成21年９月７日　

近畿財務局長に提出　

     

(4)
有価証券届出書（第三者割当増資）

及びその添付書類　
新株式の発行に係る有価証券届出書及びその

添付書類　
　
平成21年６月11日　

近畿財務局長に提出　

　 　

第３回株式会社セイクレスト新株予約権証券

の発行に係る有価証券届出書及びその添付書

類

　

　
平成21年６月11日　

近畿財務局長に提出　

　 　 新株式の発行に係る有価証券届出書及びその

添付書類　

　

　

平成22年２月18日　

近畿財務局長に提出　

  
第４回株式会社セイクレスト新株予約権証券

の発行に係る有価証券届出書及びその添付書

類

 
平成22年２月18日 

近畿財務局長に提出

      

(5)　有価証券届出書の訂正届出書　 平成21年６月11日付提出の有価証券届出書

（新株式の発行）に係る訂正届出書　

　 平成21年６月22日　

近畿財務局長に提出

　 　 平成21年６月11日付提出の有価証券届出書

（第３回株式会社セイクレスト新株予約権証

券の発行）に係る訂正届出書

　 平成21年６月22日

近畿財務局長に提出　

　 　 平成21年６月11日付提出の有価証券届出書

（新株式の発行）に係る訂正届出書　

　 平成21年６月26日　

近畿財務局長に提出　

　 　 平成21年６月11日付提出の有価証券届出書

（新株式の発行）に係る訂正届出書　

　 平成21年６月26日　

近畿財務局長に提出　

  平成21年６月11日付提出の有価証券届出書

（第３回株式会社セイクレスト新株予約権証

券の発行）に係る訂正届出書

 平成21年６月26日 

近畿財務局長に提出

  平成21年６月11日付提出の有価証券届出書

（第３回株式会社セイクレスト新株予約権証

券の発行）に係る訂正届出書

 平成21年６月26日 

近畿財務局長に提出
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  平成21年６月11日付提出の有価証券届出書

（新株式の発行）に係る訂正届出書　

 平成21年６月30日

近畿財務局長に提出

  平成21年６月11日付提出の有価証券届出書

（新株式の発行）に係る訂正届出書　

 平成21年６月30日

近畿財務局長に提出

  平成21年６月11日付提出の有価証券届出書

（第３回株式会社セイクレスト新株予約権証

券の発行）に係る訂正届出書

　

 

平成21年６月30日

近畿財務局長に提出

  平成21年６月11日付提出の有価証券届出書

（第３回株式会社セイクレスト新株予約権証

券の発行）に係る訂正届出書

　

 

平成21年６月30日

近畿財務局長に提出

　 　 平成22年２月18日付提出の有価証券届出書

（新株式の発行）に係る訂正届出書　

　 平成22年３月５日

近畿財務局長に提出

　 　 平成21年６月11日付提出の有価証券届出書

（第４回株式会社セイクレスト新株予約権証

券の発行）に係る訂正届出書

　 平成22年３月５日

近畿財務局長に提出

　 　 平成22年２月18日付提出の有価証券届出書

（新株式の発行）に係る訂正届出書　

　 平成22年３月８日

近畿財務局長に提出

　 　 平成21年６月11日付提出の有価証券届出書

（第４回株式会社セイクレスト新株予約権証

券の発行）に係る訂正届出書

　 平成22年３月８日

近畿財務局長に提出

     

(6)臨時報告書　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第

２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づ

く臨時報告書

　 平成21年４月１日　

近畿財務局長に提出　

　 　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第

２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づ

く臨時報告書

　 平成21年４月７日　

近畿財務局長に提出　

　 　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第

２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づ

く臨時報告書

　 平成21年４月23日　

近畿財務局長に提出　

　 　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第

２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づ

く臨時報告書　

　 平成21年５月12日

近畿財務局長に提出　

　 　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第

２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づ

く臨時報告書

　 平成21年７月21日　

近畿財務局長に提出　

　 　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第

２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づ

く臨時報告書　

　 平成21年９月18日　

近畿財務局長に提出　

　 　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第

２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づ

く臨時報告書　

　 平成21年10月２日　

近畿財務局長に提出　

　 　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第

２項第３号及び第４号（親会社等及び主要株

主の異動）の規定に基づく臨時報告書　

　 平成22年３月29日　

近畿財務局長に提出　

　 　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第

２項第３号及び第４号（親会社等及び主要株

主の異動）の規定に基づく臨時報告書

　 平成22年４月７日　

近畿財務局長に提出　

　 　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第

２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づ

く臨時報告書　

　 平成22年５月６日　

近畿財務局長に提出　

　 　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第

２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づ

く臨時報告書　

　 平成22年６月１日　

近畿財務局長に提出　

　 　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第

２項第３号及び７号の３（特定子会社の異動

及び合併）の規定に基づく臨時報告書　

　 平成22年６月１日　

近畿財務局長に提出　
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(7) 臨時報告書の訂正報告書 平成21年１月５日付提出の臨時報告書の訂正

報告書

 平成21年５月21日

近畿財務局長に提出　

　 　 平成21年10月２日付提出の臨時報告書の訂正

報告書

　 平成21年10月26日

近畿財務局長に提出

　 　 平成22年３月29日付提出の臨時報告書の訂正

報告書

　 平成22年４月９日

近畿財務局長に提出

　　 　 平成22年４月７日付提出の臨時報告書の訂正

報告書

　 平成22年４月９日

近畿財務局長に提出

　 　 平成22年６月７日付提出の臨時報告書（主要

株主の異動）の訂正報告書

　 平成22年６月１日

近畿財務局長に提出

　 　 平成22年６月７日付提出の臨時報告書（特定

子会社の異動及び合併）の訂正報告書

　 平成22年６月１日

近畿財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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　 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 　

 平成21年６月26日

株式会社セイクレスト  

 取締役会　御中  

 明誠監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 武田 剛　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中澤 研二　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社セイクレストの平成20年4月1日から平成21年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社セイクレスト及び連結子会社の平成21年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　追記情報

１. 　継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当連結会計年度において当期純損失1,225,682千円を計上し、

756,246千円の債務超過になっている。また、平成21年3月末日において社債72,500千円について延滞が発生しており、

平成21年6月26日時点での延滞額は20,000千円にまで減少したものの、支払いの遅延の状況を完全に解消するには

至っていない。これらの状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点で

は継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在している。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認

められる理由については当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このよ

うな重要な不確実性の影響は連結財務諸表に反映されていない。

２. 　会計処理の変更に記載のとおり、会社は通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、個別法による原価

法によっていたが、当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第9号 平成18年7月5

日）が適用されたことに伴い、個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げ

の方法）により算定している。

３. 重要な後発事象に記載のとおり、以下の事項が存在する。

(1) 当連結会計期間末から平成21年4月7日までに、第2回株式会社セイクレスト新株予約権の行使があり、発行済株　　

　　　　式総数及び資本金等が増加した旨を記載している。

(2) 当連結会計期間末から平成21年6月25日までに、合計で178,000千円の社債を発行した旨を記載している。

(3) 平成21年6月11日開催の取締役会及び平成21年6月26日開催の株主総会において、払込期日を平成21年7月17日と

　　　　する、総額310,000千円（うち110,000千円は金銭債権による現物出資）の第三者割当による新株式を発行する

        旨を決議している。

(4) 平成21年6月11日開催の取締役会及び平成21年6月26日開催の株主総会において、払込期日を平成21年7月17日と

　　　　する、発行価額3,000千円、行使総額600,000千円の第三者割当による新株予約権証券を発行する旨を決議して

        いる。 
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第2項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社セイクレストの平成21年3

月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作

成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。

また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範

囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、株式会社セイクレストが平成21年3月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務

報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

　２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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　 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 　

 平成22年６月29日

株式会社セイクレスト  

 取締役会　御中  

 明誠監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 武田 剛　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中澤 研二　　印

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社セイクレストの平成21年4月1日から平成22年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社セイクレスト及び連結子会社の平成22年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

１． 　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は重要なマイナスの営業キャッシュ・フローを計上し、

また、重要な営業損失、経常損失及び当期純損失を計上している。これらの状況により、継続企業の前提に重要な疑義

を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当

該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。連結財務諸表は

継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は連結財務諸表に反映されていない。

２．　 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成22年5月28日開催の取締役会及び平成22年6月29日開催の定時

株主総会において、会社の子会社である株式会社サプリメントサービスと合併を行う旨の決議を行っている。

３．　 追加情報に記載されているとおり、会社は不動産の現物出資(2,000,000千円)及び金銭出資(120,000千円)による新

株式の発行を行っている。

　　

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第2項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社セイクレストの平成22年3

月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作

成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま

た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、

評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含ん

でいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、株式会社セイクレストが平成22年3月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

　２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書 

 平成21年６月26日

株式会社セイクレスト  

 取締役会　御中  

 明誠監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 武田 剛　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中澤 研二　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社セイクレストの平成20年4月1日から平成21年3月31日までの第19期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社セ

イクレストの平成21年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

 

　追記情報

１. 　継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当事業年度において当期純損失1,191,087千円を計上し、

720,052千円の債務超過になっている。また、平成21年3月末日において社債72,500千円について延滞が発生しており、

平成21年6月26日時点での延滞額は20,000千円にまで減少したものの、支払いの遅延の状況を完全に解消するには

至っていない。これらの状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点で

は継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在している。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認

められる理由については当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような

重要な不確実性の影響は財務諸表に反映されていない。

２. 　会計処理の変更に記載のとおり、会社は通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、個別法による原価

法によっていたが、当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第9号 平成18年7月5日）が

適用されたことに伴い、個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方

法）により算定している。

３. 　重要な後発事象に記載のとおり、以下の事項が存在する。

(1) 当事業年度末から平成21年4月7日までに、第2回株式会社セイクレスト新株予約権の行使があり、発行済株式総

数及び資本金等が増加した旨を記載している。

(2) 当事業年度末から平成21年6月25日までに、合計で178,000千円の社債を発行した旨を記載している。

(3) 平成21年6月11日開催の取締役会及び平成21年6月26日開催の株主総会において、払込期日を平成21年7月17日

とする、総額310,000千円（うち110,000千円は金銭債権による現物出資）の第三者割当による新株式を発行す

る旨を決議している。
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(4) 平成21年6月11日開催の取締役会及び平成21年6月26日開催の株主総会において、払込期日を平成21年7月17日

とする、発行価額3,000千円、行使総額600,000千円の第三者割当による新株予約権証券を発行する旨を決議し

ている。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

　２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書 

 平成22年６月29日

株式会社セイクレスト  

 取締役会　御中  

 明誠監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 武田 剛　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中澤 研二　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社セイクレストの平成21年4月1日から平成22年3月31日までの第20期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社セ

イクレストの平成22年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　

１． 　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は重要なマイナスの営業キャッシュ・フローを計上し、

また、重要な営業損失、経常損失及び当期純損失を計上している。これらの状況により、継続企業の前提に重要な疑義

を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当

該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。財務諸表は継続

企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は財務諸表に反映されていない。

２．　 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成22年5月28日開催の取締役会及び平成22年6月29日開催の定時

株主総会において、会社の子会社である株式会社サプリメントサービスと合併を行う旨の決議を行っている。

３．　 追加情報に記載されているとおり、会社は不動産の現物出資(2,000,000千円)及び金銭出資(120,000千円)による新

株式の発行を行っている。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

　２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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